
基本目標
Ａ 計画通りの成果

80/99件（81％）

Ｂ 一部成果を得られないもの
もあった

17/99件（17％）

Ｃ 計画どおりに事業
遂行できなかった
1/99件（1％）

Ｄ 事業に着手
できなかった
1/99件（1％）

１ 幼児期の教育・保育
の充実と地域における子
育て支援
（29件）

26件
1-5 病児保育事業
1-6 ファミリー・サポート・センター
事業
1-9 子育て親子ひろば
1-11子育て情報の発信
ほか

２件
1-14 地域活動の育成
1-28 保育士等人材バンク

１件
1-16 保育所地域活動事
業

０件

２ 子どもと保護者の
健康の確保・増進
（18件）

16件
2-1 障がい児保育事業
2-5 妊産婦・新生児・乳幼児訪
問事業
2-9母子相談事業
2-19 不妊・不育症治療費助成
事業 ほか

２件
2-2 保健推進員活動
2-4 母親学級及びペア学級事業

０件 ０件

３ 子どもの教育とあ
そび環境の充実
（27件）

19件
3-4 子どもの心の相談医
3-8 総合的な学習の時間等にお
ける外部人材の活用
3-9 教育支援センター事業
3-23 あそびの広場運営事業
ほか

８件
3-３ 喫煙・飲酒・薬物乱用防止
教育の実施
3-18 子ども発達支援センター
ほか

０件 ０件

４ 安心して子どもを
産み育てることがで
きる環境の整備
（13件）

９件
4-4 子どものあそび場整備
4-5 ワーク・ライフ・バランスの推
進
ほか

４件
4-2 公共構築物のユニバーサル
デザインの推進
4-7 民間における交通安全の確
保
4-9 街路灯の維持管理と新設･
敷設替の支援 ほか

０件 ０件

５ 児童虐待の防止
（４件）

3件
5-1 チャイルドホットライン
5-2 児童虐待早期発見事業
5-3 特別育児支援ヘルパー事業

０件 ０件 1件
5-4 児童虐待防止の学習
会によるネットワークづくり

６ 子どもの貧困対
策とひとり親家庭の
自立支援
（８件）

７件
6-1 母子・父子自立支援員配置
6-2 生活困窮者自立支援
6-6 地域子ども体験活動補助金
ほか

１件
6-3 生活困窮者学習支援

０件 ０件

・計画通りの成果を得られた事業が80件（全体の81％）、一部成果が得られない事業が17件（全体の
17％）、計画通りに遂行できなかった事業が１件（全体の１％）、着手できなかった事業が１件（全体
の１％）であった。
・計画通りの成果が得られなかった事業（B～D）については全体の19％となり、令和５年度の全体の
12％から7％増加した。
・対象者の拡大や事業内容の精査等により、事業参加者の増加や充実した支援に繋がる成果を得た事業
がある一方、体制構築や人材確保に課題があり、一部成果が得られない事業も複数みられた。
・令和２年度から令和５年度まで、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業縮小や実施内容の変
更を行い、成果が得られない事業が多く見られたが、令和６年度事業実施については、同感染症の影響
を理由として成果が得られない事業はなかった。

第２期岩見沢市子ども・子育てプラン 令和６年度対象事業の評価について 資料２
１ 自己評価の集計結果

２ 第２期プラン 令和６年度の成果と課題

※2-15 幼児健診事後指導教室は、令和3年度事業終了のため令和4年度評価対象から除外。
※3-13 中学校選択制度、6-5 Ｓ・Ｅスタディに対する支援は、令和4年度事業終了のため令和5年度評価対象から除外。
※3-16 いわみざわ花と緑の少年団事業、3-28 こどもサポート「うずら」は、令和5年度事業終了のため令和6年度評価対象から除外。



≪評価の基準≫

Ａ：計画通りの成果を得られた Ｃ：計画通りに事業が遂行できなかった

Ｂ：一部成果を得られないものもあった Ｄ：事業に着手できなかった

№
事業名

（事務事業名）
章・節 担当課 事業内容 第2期子ども・子育てプラン評価（R5年度） 評価 第2期子ども・子育てプラン評価（R6年度） 評価

1-1
保育所入所・環境整備事業
（保育所入所運営事業） 4-3-(2) こども未来課

　保護者の労働又は疾病などの理由により、保育を必要
とする児童の保育を行います。
　保育所の受入定数については、ほぼ充足されています
が、今後、社会情勢等を見ながら柔軟に対応していきま
す。
　保育士等の資質を向上させ、保育環境の充実を図るた
め、研修会等の実施を進めていきます。さらに、建物の
老朽化が進んでいる保育所については、施設環境の改善
を支援していきます。

　私立認可保育所の入所率は、全体で100％を若干上
回った。統計上の待機児童はなく、年度途中に生じた入
所待ちについても、翌年4月には解消した。
　研修会等の周知については、国や道からの通知を対象
施設へ送付するなどの対応をした。
　老朽化施設の改修は、みなみ保育園の改修について法
人と調整していたものの、建築費の高騰などの影響を受
け断念するに至った。

A

　私立認可保育所の入所率は、全体で100％を若干上
回った。統計上の待機児童はなく、年度途中に生じた入
所待ちについても、翌年4月には解消した。
　研修会等については、保育士等の資質向上となるよう
国や道からの通知を対象施設へ送付するなどの周知を
行った。 A

1-2
休日保育事業

（保育所入所運営事業）
4-3-(2) こども未来課

　日曜、祝日に保護者の勤務等により児童が保育に欠け
る場合、休日の保育を行っています。

ニーズ調査では、土曜日の利用希望は約3割、日曜
日・祝日の利用希望は約2割となっていることから、今
後の利用状況を踏まえて実施か所数について検討してい
きます。

西保育園において、休日に保護者の就労などの理由で
保育を必要とする児童の保育を行った。

【年間延べ利用人数】：234人 A

　西保育園において、休日に保護者の就労などの理由で
保育を必要とする児童の保育を行った。

【年間延べ利用人数】：280人 A

1-3
延長保育事業

（保育所入所運営事業）
4-4-(9) こども未来課

　保護者の仕事等のため、通常の保育所の開所時間を越
えて児童の保育を希望する場合に行っていきます。
　ニーズ調査では、18:00以降の利用希望は約4割となっ
ていることから、延長保育事業を保護者の就労形態に対
応するよう、実施か所数も含め検討していきます。

　市内すべての法人立保育園・認定こども園等で実施、
利用を希望したすべての児童が延長保育を利用すること
ができた。

【年間延べ利用人数】：6,275人 A

　市内すべての認可保育所・認定こども園等で実施、利
用を希望したすべての児童が延長保育を利用することが
できた。

【年間延べ利用人数】：6,523人 A

1-4
一時預かり事業

（保育所入所運営事業） 4-4-(8) こども未来課

　専業主婦家庭等の育児疲れの解消、保護者の急病や保
護者の断続的な就労形態などに対応するため、一時的に
預かる保育を行っています。

　ふれあい子どもセンター（公立）と日の出保育園（私
立）の2か所で事業を実施。利用児童数は横ばいであ
り、ニーズがあるため今後も継続をしていく。

【延べ利用児童数】
 　公立： 37人
 　私立： 23人

A

　ふれあい子どもセンター（公立）と日の出保育園（私
立）の2か所で事業を実施。保護者の育児疲れや急病等
の状況に応じ、保育を実施することができた。

【延べ利用児童数】
 　公立： 53人
 　私立： 13人

A

1-5
病児保育事業

（病児・病後児保育事業） 4-4(10) こども未来課

　児童が病気又は病気の回復期にあり、集団保育が困難
な期間、専用スペースにおいて児童を一時的に預かりま
す。

市内医療機関の協力のもと、回復期に至らない子ども
につき、保護者が仕事等により家庭で保育ができない場
合に専用施設で一時的に保育を行うことができた。

また、ファミリー・サポート・センター事業と連携し
て病児・病後児の預かりを実施した。

【病児】
　実施場所： 岩見沢市立病児保育施設
　登録者数：126人
　利用実績（延利用者数）： 200人

【病児・病後児】
実施場所： 岩見沢市ファミリー・サポート・セン

ター等
　登録者数：81人
　利用実績（延利用者数）： 29人

A

　市内医療機関の協力のもと、回復期に至らないこども
につき、保護者が仕事等により家庭で保育ができない場
合に専用施設で一時的に保育を行い、安心して子育てが
できるよう支援することができた。
　また、ファミリー・サポート・センター事業と連携し
て病児・病後児の預かりを実施した。

【病児】
　実施場所： 岩見沢市立病児保育施設
　登録者数：114人
　利用実績（延利用者数）： 115人

【病児・病後児】
　実施場所： 岩見沢市ファミリー・サポート・セン
ター等
　登録者数：93人
　利用実績（延利用者数）：7人

A

第２期　 岩見沢市子ども・子育てプラン対象事業評価調査票　
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≪評価の基準≫

Ａ：計画通りの成果を得られた Ｃ：計画通りに事業が遂行できなかった

Ｂ：一部成果を得られないものもあった Ｄ：事業に着手できなかった

№
事業名

（事務事業名）
章・節 担当課 事業内容 第2期子ども・子育てプラン評価（R5年度） 評価 第2期子ども・子育てプラン評価（R6年度） 評価

第２期　 岩見沢市子ども・子育てプラン対象事業評価調査票　

1-6
ファミリー・サポート・センター事

業（子ども・子育て支援事業）
4－4(7) こども未来課

　地域において育児の援助を受けたい者（依頼会員）と
育児の援助を行いたい者（提供会員）を会員として組織
し、会員相互の子育て援助活動を支援することにより、
安心して子育てできる環境づくりを行います。

　保育サービス講習会を年2回開催し、提供会員の確保
を図るなど、安心した子育てができる会員相互の子育て
援助活動を支援することができた。

【保育サービス講習会】
　R5　2回　　21名修了　提供会員登録　4名
【利用実績】
　R5　援助活動　　357件

A

　第2期プランにおける令和6年度の量の見込みは434件
であり、確保方策としてとこどもサポートセンター「い
ま、ここ」と委託契約を締結し、利用ニーズに対応でき
るよう事業実施体制を確保した。
　令和6年度の延利用回数は290回であり、利用ニーズに
対応したサービス提供により、円滑に事業を実施するこ
とができた。

【保育サービス講習会】
　R6　2回　　13名修了　提供会員登録　10名
【利用実績】
　R6　援助活動　　290件

A

1-7
放課後児童健全育成事業

（留守家庭児童対策事業）
4－4(11) 学校教育課

　児童館等を利用して、保護者が就労等により昼間家庭
にいない小学校低学年の児童を、登録制により受け入れ
ています。
　民間の放課後児童クラブと連携を図りながら利用ニー
ズに対応できる体制の整備に努めるとともに、児童に遊
びと生活の場を提供し、適切な育成支援を行い児童の成
長を支えます。

　1年から6年生の留守家庭児童に対し、生活と遊びの場
を提供し、健全育成を図ることができた。
　また、各クラブで抱える様々な課題に対応するため、
厚生員等研修会を年2回開催（延129名参加）し、職員の
資質向上を図った。 A

　小学1年から6年生の留守家庭児童に対し、生活と遊び
の場を提供し、健全育成を図ることができた。
　また、各クラブで抱える様々な課題に対応するため、
厚生員等研修会を年2回実施（延128人参加）し、職員の
資質向上を図った。

【放課後児童クラブ3月末登録実績】
　R6　　1,184人

A

1-8
地域子育て支援センター事業

（子育て総合支援センター事業）
4－4-(2)
4－8-(1)

こども未来課

　来所、電話での子育て相談や情報提供、初めて子育て
する親の交流、屋外での青空広場、母親のリフレッ
シュ、父親の育児参加など、各種の子育て支援事業を実
施します。
　保育所及び認定こども園に併設の地域子育て支援セン
ターは、家庭内で保育している親子を対象として、保育
所の機能を活用して育児不安等についての相談・指導を
行うほか、子育てサークルの育成を支援しています。
　これらの子育て支援センターが、相互に連携し、機能
を充実していきます。

　感染症対策を行いながら、開催回数等を減らすことな
く開催事業を実施することができた。連絡協議会は年間
計画の予定通りに年3回開催し、情報交換などを行っ
た。

【子育て相談件数】　　　　  741件
【おしゃべりルーム】 　　　　44回　参加延べ 1231人
【小児科医子育て相談日】  　 実施なし
【ベビーマッサージ講習会】　 実施なし
【青空広場】　 　　　　　　　 1回　参加延べ　 37人
【リフレッシュ支援事業】 　　 1回　参加延べ 　14人
【コミュニケーション広場】　  1回　参加延べ　 54人
【研修会】                　  2回  参加延べ 　28人

A

　身近な地域に親子が気軽につどい、こどもと遊びなが
ら情報交換や交流、育児相談ができる場を提供し、育児
支援を行った。また、地域子育て支援センターの連絡協
議会は年間計画の予定通りに年3回開催し、情報交換な
どを行った。

【子育て相談件数】　  1,626件
【おしゃべりルーム】　   46回　参加延べ 1,050人
【青空広場】　 　　　     1回　参加延べ　  62人
【リフレッシュ支援事業】  1回　参加延べ 　 14人
【コミュニケーション広場】1回　参加延べ　  75人
【子育てサポーター学習会】1回  参加延べ  　 7人
  

A

1-9
子育て親子ひろば

（子育て総合支援センター事業）
4-4-(2) こども未来課

　市内14か所の児童館等で主任児童委員が中心となり、
就学前の親子が子育ての情報交換や、子育て経験者から
アドバイスを受けるなど、子育て親子の遊びや交流を支
援していきます。
　また、常設型親子ひろば「ひなたっ子」を継続し、い
つでも気軽に交流できる機会を提供するとともに、こど
も・子育てひろば「えみふる」の構成部門として、相談
者と支援者をつなぐ充実した子育て環境の整備を図って
いきます。

　児童館等14か所で開催する地域親子ひろば、ひなたっ
子ともに感染症対策等を行いながら、開催回数を減らす
ことなく実施することができた。親子が気軽につどい、
子どもと遊びながら交流できる環境づくりを行った。

【利用者数】
　　　　地域親子ひろば　常設型親子ひろば
    R5　　 1,023人　　　　　9,304人

A

　児童館等14か所で開催する地域親子ひろば、常設型子
育て親子ひろば「ひなたっ子」の開催により、親子が気
軽につどい、こどもと遊びながら交流できる環境づくり
を行った。

【利用者数】
　　　　地域親子ひろば　常設型子育て親子ひろば
    R6　　 978人　　　　　9,819人

A

1-10
幼稚園における子育て支援事業

（幼稚園入所運営事業） 4-4-(8)
民間実施
こども未来課

　各幼稚園で、預かり保育を対象とした子育て支援事業
を行っていきます。

　市内の私立幼稚園及び幼稚園型認定こども園5園が、
各園特色のある幼児教育を展開し、預かり保育や未就園
児、地域との交流事業も行われ、地域に根ざした幼児教
育が推進された。

【預かり保育延べ利用児童数】29,744人

A

　市内の私立幼稚園及び幼稚園型認定こども園5園が、
各園特色のある幼児教育を展開し、預かり保育や未就園
児、地域との交流事業も行われ、地域に根ざした幼児教
育が推進された。

【預かり保育延べ利用児童数】25,643人

A

2



≪評価の基準≫

Ａ：計画通りの成果を得られた Ｃ：計画通りに事業が遂行できなかった

Ｂ：一部成果を得られないものもあった Ｄ：事業に着手できなかった

№
事業名

（事務事業名）
章・節 担当課 事業内容 第2期子ども・子育てプラン評価（R5年度） 評価 第2期子ども・子育てプラン評価（R6年度） 評価

第２期　 岩見沢市子ども・子育てプラン対象事業評価調査票　

1-11
子育て情報の発信

（子ども・子育て支援事業）
4-4-(1) こども未来課

　子育てをしている家庭に対し、公共施設などで「子育
てガイドブック」等を配布するとともに、市のホーム
ページや教育委員会フェイスブック、保健センターなど
の関係部門と連携を図り、子育て情報を提供します。
　また、市民ニーズを踏まえた新たな情報発信のあり方
について、検討を進めていきます。

子育て家庭に対し、「子育てガイドブック」を配布す
るとともに、市ホームページと連携した子育てポータル
サイトを活用して、子ども・子育てに関する情報の周
知・啓発に努めた。

また、各種行事の告知・結果報告等について、市教委
フェイスブックで情報を発信した。

A

令和6年10月に「岩見沢市子育てポータルサイト」の
リニューアルを行い、必要な方に必要な情報が届くよう
機能強化を行った。

また、すこやか健康手帳アプリと連携し、プッシュ通
知で発信するなど、効果的な子育て情報の提供を行っ
た。

A

1-12
民生委員・児童委員活動（民生委員
児童委員協議会運営費交付等事業）

4-4-(1)
福祉課・こど
も未来課

　地域における身近な相談者として、地域福祉の充実を
図るとともに、児童の健全育成や支援を必要とする子育
て世帯の把握に努め、関係機関と連携して支援を行って
いきます。
　さらに、児童福祉を専門に担当する主任児童委員など
と協力し、福祉活動の展開や情報提供を行っていきま
す。
　また、委員活動の充実や資質を高めるための研修を
行っていきます。

（こども未来課）
　市内14か所の地域親子ひろばについては、開催回数を
減らすことなく実施することができ、利用者数について
は増えてきている。
　主任児童委員においては、感染症対策、広報活動など
を行いながら地域親子ひろばの開催に努めている。

（福祉課）
コロナの5類移行後、学校訪問による授業・行事・課外
活動の参観や支援、町内会活動等への積極的な参加を再
開し、これらを通じて児童の健全育成のための地域の実
情把握や関係機関との情報共有に努めた。
また、各種研修会への積極的な参加により、複雑・多様
化する子ども・子育てに関する諸問題について理解を深
めるとともに、主任児童委員部会や児童福祉部会におい
て自ら研修・学習会を企画実施し学ぶことで、委員の資
質向上・活動の充実に努めた。

A

（こども未来課）
　身近な地域での子育て支援として、主任児童委員が中
心となり、地域親子ひろばの企画・運営を行った。

　【地域親子ひろば】
　　　市内14か所　利用者数　978人

（福祉課）
　学校訪問による授業・行事・課外活動の参観や支援、
町内会活動等への積極的な参加を通じて児童の健全育成
のための地域の実情把握や関係機関との情報共有に努め
た。
　また、各種研修会への積極的な参加により、複雑・多
様化する子ども・子育てに関する諸問題について理解を
深めるとともに、主任児童委員部会や児童福祉部会にお
いて自ら研修・学習会を企画実施し学ぶことで、委員の
資質向上・活動の充実に努めた。

A

1-13
児童館運営事業

（児童厚生施設運営事業）
4-7-(6) 学校教育課

　健全な遊びを通して、多様な経験を積みながら心身と
もに健やかに育つよう、児童の集団的及び個別的指導を
行うとともに児童館を適正に運営していきます。
　また、母親クラブや体験学習等の場の提供と活動の育
成を行っていきます。

児童館の児童利用者数は､前年度より増加した。一方
で、各種サークルや少年団による児童館の一般利用者が
減少したため、全体利用者数は減少した。

また、母親クラブや親子ひろばなどの地域組織活動が
行われるなど、児童の健全育成に大きな役割を果たし
た。

A

　市内12か所の児童館、1か所のこども館を運営し、児
童に健全な遊びの提供を行い、心とからだの健康の増進
を図った。

【児童館利用者実績】
　　　　児童　　　　一般
　R6　111,840人　　6,856人

A

1-14
地域活動の育成

（母親クラブ・子ども会）
（児童厚生施設運営事業）

4-7-(6) 学校教育課

　母親クラブや子ども会などの地域の組織的な活動や、
その指導者の育成を図り、地域ボランティア等の協力を
得て地域児童の健全育成活動に努めていきます。

　単位子ども会並びに単位母親クラブの活動は、コロナ
禍による活動制限が解除されたことにより、徐々にでは
あるがコロナ禍前に実施していた地域の特色に根差した
行事を実施することができた。
　会員数については、少子化に伴い、単位子ども会会員
数及び子ども会会員数共に減少した。
　
【子ども会数及び会員数（小中高生）】
　 R5　84子ども会　2,621人
【母親クラブ数及び会員数】
　 R5　14母親クラブ　948名

B

　単位子ども会及び単位母親クラブの活動は、徐々にで
はあるがコロナ禍前に実施していた地域の特色に根差し
た行事を実施することができた。
　会員数については、少子化に伴い、単位子ども会数及
び子ども会会員数ともに減少した。
　
【子ども会数及び会員数（小中高生）】
　R6　83子ども会　　2,343人
【母親クラブ数及び会員数】
　R6　14母親クラブ　　998人

B

1-15
交流事業

（児童厚生施設運営事業）
4-7-(6) 学校教育課

　児童館を利用して、児童がゲームや遊びを通して異年
齢交流を行うとともに、小中学生を各種の研修事業に派
遣し、リーダーとなる人材の育成を進めていきます。

　児童館等を中心に、特色ある行事や季節に応じたイベ
ントなど異年齢が多数集まる事業を主催し、児童の社会
性・協調性を育むことができた。
　北海道主催の初級リーダーは参加希望がなかった。ま
た、ジュニアリーダーの養成研修は、R4年度で廃止のた
め、事業がなかった。

A

　夏季・冬季のレクリエーションを児童館ごとに実施
し、ゲームなどの遊びを通じて異年齢児童の交流促進を
図った。
　また、コロナ禍により中断していた他館との交流事業
では、市内児童館を4ブロックに分けて遠足レクとして
再開した。
【交流事業の参加人数】
　　　夏レク　　　冬レク　　　遠足レク
　R6　 628人       456人　　 　　124人

A

3
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1-16
保育所地域活動事業

（保育所入所運営事業）
4-3-(3) こども未来課

　保育所と地域の人々との交流や老人福祉施設への訪問
など、保育所と地域の人々との世代間交流を促進してい
きます。

新型コロナウイルス感染症については５類移行がなさ
れたものの終息には至らず、他の感染症の流行もみられ
たため高齢者との交流促進の再開には至らなかった。

C

　保育所等によっては園行事を地域に開放したり、介護
老人保健施設等を園児が訪問したりするなどといった、
世代間の交流を再開しようとする動きがあったものの、
交流事業の再開までには至っていない園もあった。

 【交流事業の実施状況】
 交流事業を実施した園数：12園
 未実施だった園数　　　 ：7園
 再開の検討をしている園 ：7園

C

1-17
市内保育所調理担当者会議

（ふれあい子どもセンター運営事
業）

4-3-(2) こども未来課

　認可保育所の調理担当者を対象に食事の作り方、栄養
価の計算、アレルギー対応等の研修会を行うほか、管理
栄養士が毎月の献立表を作成し、各保育所に提供してい
きます。入所児童の食育の推進など健康管理を含め、栄
養面やアレルギー等に配慮した指導を進めていきます。

毎月の担当者会議では、献立表の配付と共に研修会な
どの新しい情報を話題に上げ、知識向上に努めた。アレ
ルギー児やこだわりが強い児への対応など、各保育所で
の困りごとを積極的に話し合い、保育所栄養士としての
考えをまとめ、方向性を揃えた。 A

　毎月の担当者会議では、各園の知識向上となるよう、
献立表配布と合わせて料理の作り方やポイントなどの説
明を行うとともに、各園からの質問事項を話し合い、そ
こで得た情報は研修会で周知した。アレルギー食や、こ
だわりが強いこどもの対応とともに、離乳期園児の保護
者への関わりなど、保育所栄養士としての役割を認識す
る話し合いが出来た。

A

1-18
幼児教育支援事業

（幼稚園入所運営事業） 4-3-(2) こども未来課

　幼稚園に対し運営や建築に係る支援を行い、幼児教育
の充実向上に努めていきます。

　市内の私立幼稚園5園すべてが、新制度に移行してお
り、令和元年10月からの子ども・子育て支援法の改正に
より幼稚園に入園する満3歳から5歳までのすべての子ど
もの保育料が無料となっている。 A

　市内の私立幼稚園5園すべてが、新制度に移行（うち2
園は幼稚園型認定こども園へ移行）している。
　また、令和元年10月からの子ども・子育て支援法の改
正により幼稚園に入園する満3歳から5歳までのすべての
こどもの保育料が無料となっている。

A

1-19
産前産後ヘルパー事業

（子ども・子育て支援事業）
4-4-(5)

こども未来課

　産前産後の子育て家庭の身体的・精神的負担を軽減
し、安心して出産を迎え、子育てができるよう、妊娠届
時から出産後１年以内の期間、ヘルパーを派遣し、家
事・育児の支援を行っていきます。

　市内の介護事業者　3社と委託契約し、産前産後の子
育て家庭の身体的・精神的負担を軽減するため、妊娠届
時から出産後1年以内の期間、ヘルパーを派遣し、家
事・育児を支援した。

【産前産後ヘルパー実績】
　　　　登録人数　延利用回数
 　R5 　　　61人　　　199回

A

　第2期プランにおける令和6年度の量の見込みは773件
であり、確保方策として市内介護事業者4社と委託契約
を締結し、利用ニーズに対応できるよう事業実施体制を
確保した。
　令和6年度の延利用回数は250回であり、量の見込みを
下回ったものの、令和5年度の延利用回数199回を大きく
上回っており、利用ニーズに対応して、円滑に事業を実
施することができた。

【産前産後ヘルパー実績】
　　　　　登録人数　　　延利用回数
R6 　　　　　67人　　　　　250回

A

1-20
新しい幼児教育と保育

（保育所入所運営事業）
4-5-(2) こども未来課

　保育所と幼稚園を1つの施設として運営する認定こど
も園で保育と幼児教育を一体的に行い、地域の子育て支
援に努め地域交流の活性化を図ります。

保育所と幼稚園を一体的に運営する栗沢認定こども園
の運営管理を指定管理者に委託し、保育と幼児教育を一
体的に行い、栗沢地域の子育て支援や地域交流の活性化
を図った。

【定員】60人（幼稚園：15人　保育所：45人）
【入所児童】（月平均）
　幼稚園：5人
　保育園：38人

A

　保育所と幼稚園を一体的に運営する栗沢認定こども園
の運営管理を指定管理者に委託し、保育と幼児教育を一
体的に行い、栗沢地域の子育て支援や地域交流の活性化
を図った。

【定員】60人（幼稚園：15人　保育所：45人）
【入所児童】（月平均）
　幼稚園：4人
　保育所：35人

A

4
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1-21 保育所入所運営事業（同） 4-3-(2) こども未来課

　保育所等を利用するすべての家庭の負担を軽減するた
めに保育料の減額細分化を実施しています。

　令和元年10月からの子ども・子育て支援法の改正によ
り保育料基準額表の減額・細分化、未就学児から数えて
第2子の保育料及び小学校3年生から数えて第3子以降の
保育料を無料とした。
　有料となる児童は3歳未満の児童で、主に兄・姉がい
ない児童、両親ともに働いており一定以上の所得がある
児童で、全児童の約1割が保育料有料となっている。

A

　令和元年10月からの子ども・子育て支援法の改正によ
り、保育料基準額の減額・細分化、未就学児から数えて
第2子の保育料及び小学校3年生から数えて第3子以降の
保育料を無料とした。
　有料となる児童は3歳未満の児童で、主に兄・姉がい
ない児童、両親ともに働いており一定以上の所得がある
児童で、全児童の約1割が保育料有料となっている。

A

1-22 ブックスタート事業（同） 4-3-(3) 図書館

　赤ちゃんに絵本を贈り、絵本を開く楽しさを伝え、ま
た家庭で読み聞かせなどを通じて親子が心をふれあう
きっかけをつくっていきます。

　ブックスタート事業を実施し、対象の親子のほぼ全員
に絵本を送り、赤ちゃんと一緒に図書館を利用するきっ
かけづくりができた。フォローアップ事業として、３歳
未満の乳幼児を対象としたベビカフェや絵本の読み聞か
せを実施した。

【ブックスタートパック配布数】R5　306人

A

　ブックスタート事業を実施し、対象の親子のほぼ全員
に絵本を送り、赤ちゃんと一緒に図書館を利用するきっ
かけづくりができた。フォローアップ事業として、３歳
未満の乳幼児を対象としたベビカフェや絵本の読み聞か
せを実施した。

【ブックスタートパック配布数】R6　303人

A

1-23
子育て短期支援事業

（子ども・子育て支援事業） 4-4-(6) こども未来課

　保護者が病気、出産、看護、出張、育児の疲れなどの
理由により一時的に保育が必要になった場合、児童を児
童養護施設等で、原則７日を限度に預かり、子育て家庭
を支援します。

　市内の児童養護施設「光が丘学園」と里親委託契約を
行い、主に就労・看護を理由に一時的に保育が必要に
なった児童を預かった。

A

　第2期プランにおける令和6年度の量の見込みは263日
であり、確保方策として市内の児童養護施設「光が丘学
園」及び里親と委託契約を締結し、利用ニーズに対応で
きるよう事業実施体制を確保した。
　令和6年度の利用実績はなかった。

A

1-24
「えみふる」子育て相談

（あそびの広場運営事業）
4-4-(1) こども未来課

　こども・子育てひろば「えみふる」において、誰もが
いつでも気軽に相談でき、必要な支援を受けられるよ
う、中核施設である「あそびの広場」で月3回、小児科
医、保育士、保健師等の専門職による子育て相談を実施
します。

保育士や臨床心理士、保健師や栄養士や歯科衛生士、
言語聴覚士など子育てに関する様々な分野から、あそび
の広場に延べ21回の子育て相談機会を設け、60家庭・
106件の相談対応を行った。

小児科医による相談対応は、医師の都合がつかず実施
できなかった。

B

　保育士、臨床心理士、言語聴覚士、栄養士及び歯科衛
生士があそびの広場に延23回子育て相談日を設け、45家
庭88件の相談対応を行った。

A

1-25
子育て夜間養護等事業

（子ども・子育て支援事業）
4-4-(6) こども未来課

　保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休日
に不在となり家庭において養育が困難となった場合に、
児童を児童養護施設等で預かり、子育て家庭を支援しま
す。

　市内の児童養護施設「光が丘学園」と里親委託契約を
行い、主に就労・看護を理由に一時的に保育が必要に
なった児童を預かる体制を整えた。

A

　第2期プランにおける令和6年度の量の見込みは263日
であり、確保方策として市内の児童養護施設「光が丘学
園」及び里親と委託契約を締結し、利用ニーズに対応で
きるよう事業実施体制を確保した。
　令和6年度の延べ利用日数は7日であり、量の見込みを
下回ったものの、利用ニーズに対応できるサービス提供
体制を確保することができ、プラン通りに事業を実施す
ることができた。

　【R6実績】

　延べ利用者数　9人
　実利用家庭数　5家庭
　延べ利用日数　7日

A

1-26
保育士等人材確保事業

（保育・教育人材確保事業）
4-5-(2) こども未来課

　保育士、幼稚園教諭の養成校を新規に卒業した者の採
用に取り組む市内保育園等を支援します。

　市内の保育園または幼稚園で、新規採用の保育士及び
幼稚園教諭の就職準備金を支給した施設へ上限20万円と
して補助金を交付した。

【補助実績】
　 幼稚園：1園 1名
 　保育園：4園 4名

A

　市内の保育所または幼稚園で、新規採用の保育士及び
幼稚園教諭の就職準備金を支給した施設へ上限20万円と
して補助金を交付した。

【補助実績】
　 幼稚園：2園 4名
 　保育所：3園 3名

A

5
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1-27
多様な主体が本制度に参入すること

を促進するための事業
4-4-(13) こども未来課

　認定こども園における特別な支援が必要な子どもの受
入体制を構築し、良質な保育体制の確保を図ります。

各園において加配が必要な児童がいないため、各施設
からの実施要望はなかった。今後各園からの要望があっ
た際には、事業実施に向け関係各箇所との調整を図る。 A

各施設からの実施要望がなかった。

A

1-28
保育士等人材バンク

（保育所入所運営事業、
幼稚園入所運営事業）

4-5-(2) こども未来課

　保育士、幼稚園教諭等の資格を生かした仕事に就きた
い方や人材確保に苦労している市内の施設に対して求人
情報をメールでお知らせするシステムです。

　求人をしている施設の求人情報の提供を受けたが、登
録者については前年度登録者の更新含め希望者がいな
かった。事業の認知度を上げていく必要があるため、各
施設内でのチラシ配架、市ホームページ更新等で周知を
行っていく。

【実績】
　求人情報：保育園 1園
    　　    幼稚園 0園
　登録者　：0名

B

　掲載を希望する施設の求人情報を登録者に配信を行っ
た。登録者のいなかった前年と比較すると、登録者数は
微増となった。事業の認知度を上げていく必要があるた
め、各施設内でのチラシ配架、市ホームページ更新等で
周知を行っていく。

【実績】
　求人情報：保育所9園
    　　    幼稚園1園
　登録者　：6名

B

1-29
児童館等地域見守り事業

（児童厚生施設運営事業）
4-4-(11)
4-8-(4)

学校教育課

　学校休業日の早朝、放課後児童クラブを利用する児童
を地域の協力を得て児童館等に受け入れできるようにし
ます。

　土曜日や長期休業期間中放課後児童クラブ全20か所で
事業を実施した。
　732人が登録し、年間を通じた1日の平均利用は126人
（一か所当たり6.3人）となり、保護者の就労等に合わ
せたニーズに対応した。 A

　土曜日や長期休業期間中放課後児童クラブ全20か所で
事業を実施した。
　727人が登録し、年間を通じた1日の平均利用は140人
（一か所当たり7.0人）となり、保護者の就労等に合わ
せたニーズに対応した。

【利用実績】
　　　登録児童数　　延べ利用数
　R6　　727人　　　 10,020人

A

2-1
障がい児保育事業

（保育所入所運営事業）
4-3-(2) こども未来課

　保護者の労働又は疾病などの理由により、保育を必要
とする障がい児の保育を行っていきます。
障がいのある児童を安心して保育できる環境づくりを進
めていきます。

　障がい児保育、障がい児特別保育対策事業として、保
育を必要とする障害のある児童の保育を促進することが
できた。

【該当者】　6園7名

A

　障がい児保育、障がい児特別保育対策事業として、保
育を必要とする障がいのある児童の保育を促進すること
ができた。

【該当者】　6園8名

A

2-2
保健推進員活動

（母子保健推進事業)
4-4-(4) こども未来課

　町内会から推薦された保健推進員が、地域内の妊産
婦・乳幼児を対象に健康に関する情報提供や親子ひろば
の協力など、地域で子育て支援を行っていきます。全市
的に行っている親子ひろばの担い手でもある主任児童委
員と連携し、地域の子育て支援に協力します。

地域での親子ひろばの協力や乳幼児健診の託児協力を主
な活動内容とし、このような活動の中から、顔見知りと
なり、声かけや訪問活動などの支援につなげていき、地
域での子育て支援を行った。

　
B

　地域での親子ひろばの協力や乳幼児健診の託児協力を
主な活動内容とし、活動を通して顔見知りとなり、声か
けや訪問活動などの支援につなげながら、地域での子育
て支援を行った。

　【支援数】R6　延838人
　

B

2-3
母子健康手帳交付及び妊産婦健康診

査事業
（母子保健推進事業）

4-4-(3) こども未来課

　妊娠の届出があった妊婦に対し母子健康手帳を交付す
るとともに、妊婦一般健康診査受診票を妊娠前期、後期
に交付、また産婦健康診査受診票も交付し、妊産婦の健
康保持・増進を図っていきます。

　母子健康手帳は随時交付し、全妊婦に対して2回の面
接・相談を継続して行うことにより、妊婦の状況把握と
不安解消に努め、安心して産み育てることができるよう
支援している。

　　【母子手帳交付数】319件
　　【妊婦一般健康診査票交付数】4,199件
　　【産婦健康診査受診票交付数】627件

A

　母子健康手帳は随時交付し、全妊婦に対して2回の面
接・相談を継続して行うことにより、妊婦の状況把握と
不安解消に努め、安心して産み育てることができるよう
支援している。

　　【母子手帳交付数】273件
　　【妊婦一般健康診査票交付数】3,974件
　　【産婦健康診査受診票交付数】566件

A

令和4年度 令和5年度

支援数（延） 569 548

6
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2-4
母親学級及びペア学級事業

（母子保健推進事業）
4-4-(3)
4-8-(1)

こども未来課

　母親学級は妊婦を対象に、歯科医師・保健師・栄養士
の講話や実技を行っていきます。また、ペア学級は妊娠
中の夫婦を対象に、保健師による講話や実技、妊婦体験
などを行っていきます。
　学級では、妊娠・出産・育児に必要な情報・知識・技
術を伝え、男女が共に支え合い親になる心構えを養うと
ともに、育児の仲間づくりとなる事業を進めていきま
す。
　また、1人でも多くの人が参加できるよう啓発に努め
ていきます。

民間のオンライン教室の紹介をする等実施した。来年
度からは、助産師の講師を依頼し、よりリアルな内容に
改変し、男女が共に支え合い親になる心構えを養えるよ
う支援する。

　【母親学級】
　　R3年度　 参加者数27名　受講率 8.2％
　　R4年度　 参加者数33名　受講率 10.6％
　　R5年度　 参加者数30名　受講率11.3％

　【ペア学級】
　　R3年度　 参加者数 86名　受講率 13.1％
　　R4年度　 参加者数114名　受講率 18.8％
　　R5年度　 参加者数105名　受講率 19.3％

B

　母親学級を「プレママ教室」、ペア学級を「パパママ
教室」と名称を変更し、両講座の講師に助産師を迎え、
出産前後の心身の状況やサポートについての講話の充実
を図った。また、コロナ禍で中止していた妊婦同士の交
流会を再開し、仲間づくりのサポートを行った。
　妊娠週数に応じて受講できるよう講座回数を見直した
ため、受講対象者が増え受講率が低下した可能性があ
る。受講率は今後の推移を見ていきたい。

　【プレママ教室】
　　R6　参加者数実数　22人（延30人）
　　　　受講率　　　　7.0％
　【パパママ教室】
　　R6　参加者数　 　102人
　　　　受講率　　　16.3％

B

2-5
妊産婦・新生児・
乳幼児訪問事業

（母子保健推進事業）

4-4-(4)
4-4-(5)

こども未来課

　生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を対象に保
健師・助産師が訪問指導を行っていきます。
　また、各種乳幼児健診後の経過観察児、健診未受診児
に対し、訪問指導を行っていきます。

　国の指針に則り感染予防を徹底しながら生後4か月ま
での乳児のいる家庭に訪問指導を行い、安心した育児が
できるような支援を行った。出生数は減少しているが、
産後のメンタル不調やリスクが高い家庭もいるため、医
療機関等と連携し情報共有しながら事業を継続してい
く。

A

　妊婦や生後4か月までの乳児のいる家庭に訪問指導を
行い、必要な情報提供や早期相談対応によって、安心し
た育児ができるよう支援を行った。また、乳幼児健診後
の経過観察児には状況に応じて訪問指導を行い、健診未
受診児には訪問して状況の把握に努めた。

　訪問指導数　延　830件

A

2-6
股関節脱臼検査

（母子保健推進事業）
4-6 こども未来課

　3か月児を対象に専門医による検診を月１回行ってい
きます。
　疾病を早期に発見し治療することにより、乳児期の健
康を維持するため事業を進めていきます。

　対象者には案内通知をすることで、受診率を維持する
ことができている。要精検者は2名を除き全員受診でき
ており、そのうち要治療や要経過観察となった児の発見
率も高く、疾病の早期発見・治療につながっている。今
後も専門医による検診体制を継続していく。

　【対象数】305人
　【受診数】299人
　【受診率】98.0％
　【要精検数】34人
　【要精検率】11.4％
　　　　　　（内要治療・要経観数 23人、発見率
71.9％）

A

　対象者には案内通知をすることで、受診率を維持する
ことができた。精検受診者の要治療や要経過観察となっ
た乳児の発見率も高く、疾病の早期発見・治療につな
がっている。3名の精検未受診児については、電話等で
受診勧奨をした。

　【対象数】284人
　【受診数】276人
　【受診率】97.2％
　【要精検数】32人
　【要精検率】11.6％
　　（内要治療・要経観数 25人、発見率86.2％）

A

2-7
乳幼児健康診査事業
（母子保健推進事業）

4-6 こども未来課

　身体計測､問診､診察、栄養・歯科指導等保健指導を行
い、疾病や心身障がいの早期発見及び保護者への育児支
援を行っていきます。
　乳幼児の心身の健全な発育発達を促すよう努めていき
ます。

受診率は概ね97%以上を維持できている。未受診者に
対しては家庭訪問や保育園等での確認を行い、全数把握
に努めている。発育発達の気になる乳幼児のみならず、
育児困難等を抱える家庭について関係機関と連携し、支
援を継続していきたい。

A

　R6年度より1か月児健診受診費用の助成を開始した。1
か月児健診は児の状況により健康保険対応となるため、
助成利用者数は少ないが、受診率は100％である。
　そのほかの市で実施する乳幼児健診は高い受診率を維
持できている。未受診児についても家庭訪問等で全数把
握に努めている。
　育児不安解消のためのアドバイスや、発育発達を促す
支援のほか、育児環境や保護者の養育状況などに課題を
抱える家庭についても関係機関と連携し支援を行うこと
ができた。
　
　1か月児健診　　 助成数　138人
　4～5か月児健診　受診数　284人　受診率　98.6％
　8～9か月児健診　受診数　298人　受診率　99.0％
　1歳6か月児健診　受診数　329人　受診率　99.1％
　3歳児健診　　　 受診数　327人　受診率　97.3％

A

対象数（人） 受診数（人） 受診率（％）

４～５か月児健診 297 290 97.6

８～９か月児健診 313 310 99.0

１歳６か月児健診 298 294 98.7

３歳児健診 399 392 98.2

7
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2-8
歯科健診及びフッ素塗布事業

（母子保健推進事業）
4-6 こども未来課

　1歳6か月児健診で歯科検診及びフッ素塗布を行ってい
きます。
　歯科衛生士の指導により、幼児のむし歯予防の啓発を
進めていきます。

　健診受診児の78.6％に実施できた。昨年度より実施率
が低いのは、歯科医院で実施している児が増えており、
1歳6か月児健診での塗布数が減ったためである。今後も
継続し、フッ素塗布の継続等を伝え、う歯予防行動をと
るきっかけづくりとしたい。

A

　1歳6か月児健診でのフッ素塗布実施率は81.0％であっ
た。すでに歯科医院受診済みや兄弟がフッ素塗布を歯科
医院で受ける予定の幼児もいることから、健診時のフッ
素塗布に限らずにフッ素塗布を継続し、虫歯予防の行動
がとれるよう指導している。

A

2-9
母子相談事業

（母子保健推進事業）
4-4-(4) こども未来課

　健康に関する来所・電話相談には、保健師、看護師、
栄養士、歯科衛生士で随時対応していきます。
　妊娠届出時、及び妊娠後期の相談指導や、育児不安解
消のため、相談や情報提供を行っていきます。
　不安が解消されない場合には、訪問や関係機関の紹介
などの支援を行い、妊産婦・乳幼児等の健康保持・増進
につながるよう努めていきます。

　保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士による相談
や情報提供を随時行える体制を継続できた。すこやか健
康手帳の相談については、内容に合わせてそれぞれが回
答している。
　児の状況に合わせて、医療機関や療育機関、子育て総
合支援センター、ことばの教室等専門機関の紹介や幼稚
園、保育園と連携を取りながら、育児の支援を今後も
行っていく。
　令和6年度からは、こども家庭センターが設置される
ことで、さらに個人の状況に合わせた支援ができる。

A

　こども家庭センターに多職種が集約されたことによ
り、母子保健、子育て支援、発達支援、児童福祉に関す
る相談について、必要に応じて連携しながら対応する体
制が確立され、ワンストップでの支援を日常的に受ける
ことができるようになった。

A

2-10
学校栄養教諭による食指導の実施
（学校給食共同調理所運営事業）

4-7-(2) 学校給食課

　成長過程にある児童生徒の健康増進に、必要な食事を
提供するとともに、栄養バランスに優れた献立を通し、
児童生徒がその発達の段階に応じて食に関する正しい知
識と望ましい食習慣を身につけさせるため、教育活動の
一環として実践的な指導を行っていきます。

　「食の重要性」「心身の健康」「食品選択能力」「感
謝の心」「社会性」「食文化」の6項目を柱とする食育
の授業を展開し、発達段階に応じた指導内容を充実させ
ることで、児童生徒の食に対する関心を高め、心身の健
康の増進と豊かな人間形成を育む指導を行った。
（学校の都合による中止を除き予定分は概ね実施）

【食指導（小中学校）】　延べ128学級で実施

A

　「食の重要性」「心身の健康」「食品選択能力」「感
謝の心」「社会性」「食文化」の6項目を柱とする食育
の授業を展開し、発達段階に応じた指導内容を充実させ
ることで、児童生徒の食に対する関心を高め、心身の健
康の増進と豊かな人間形成を育む指導を行った。

【食指導（小中学校）】　延べ146学級で実施

A

2-11
妊婦・乳幼児栄養指導
（母子保健推進事業）

4-6
4-4-(3)

こども未来課

　妊娠期は母体及び胎児の健康や発育、乳幼児期は健康
と食習慣形成の上で重要であり、母親学級、乳幼児健
診、各種相談・教室などを通して個人の状況に合わせた
栄養指導を進めていきます。

コロナウイルス感染予防対策のため集団指導を一部希
望者による個別相談に変更したが、他は変更なく実施す
ることができた。予定していた個別相談においても子育
て総合支援センターとの連携により行うことができた。

　【母親学級】　　　30人（年12回）
　【乳幼児健診】　　1,286人（年48回）
　【フードデイ】　　22人（年4回）
　【ばぶばぶ相談】　62人（年11回）
　【個別相談】　　　96件

A

　コロナウイルス感染予防対策のため一部実施していな
かった乳幼児健診での集団指導を年度途中から再開し、
健診受診者全員に指導する機会を持つことができた。
　引き続き、来所や電話、訪問による個別相談や各種教
室を実施し、不安解消と知識の普及に努めた。

　【プレママ教室】　　14人（4回）
　【乳幼児健診】 　1,109人
　【フードデイ】　　　26人（4回）
　【ばぶばぶ相談】　　64人（12回）
　【個別相談（延）】 310人

A

2-12
小児救急医療支援事業

（休日・夜間等診療対策事業）
4-6

健康づくり推
進課

　年間を通して、二次医療圏単位で、病院群輪番制方式
（岩見沢市立総合病院、市立美唄病院）により小児救急
医療に係る休日・夜間の診療体制を整え、市民の安心・
安全を守るため小児救急医療体制の確保・充実に努めま
す。

南空知医療圏の休日又は夜間の小児科医師における院
内待機やオンコール体制を整備し、小児の重症救急患者
に対する医療が確保されており、今後も継続していく。

A

　南空知医療圏の休日又は夜間の小児科医師における院
内待機やオンコール体制を整備し、小児の重症救急患者
に対する医療が確保されており、今後も継続していく。

A

2-13
予防対策事業

（疾病予防推進事業）
4-6

健康づくり推
進課

　感染症の発生及びまん延予防のため、予防接種を行っ
ていきます。
　接種率の向上を目指し、感染症の流行の把握や、未接
種者への勧奨を行っていきます。

　接種率は概ね8～9割を達成できている。今後も接種率
の維持向上を目指し、周知や未接種勧奨を行っていく。

A

　接種率は概ね8～9割を達成できている。今後も接種率
の維持向上を目指し、周知や未接種勧奨を行っていく。

A
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≪評価の基準≫

Ａ：計画通りの成果を得られた Ｃ：計画通りに事業が遂行できなかった

Ｂ：一部成果を得られないものもあった Ｄ：事業に着手できなかった

№
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2-14
フッ化物洗口事業

（子ども・子育て支援事業）
4-6 こども未来課

　関係機関と連携し、むし歯予防に努めていきます。 実施を希望する保育園及び幼稚園に対し、薬剤等の配
付を行い、保護者が希望する4・5歳児を対象にぶくぶく
うがいによるフッ化物洗口を実施した。

【実施施設】19施設　 【実施人数】765名

A

　実施を希望する保育所及び幼稚園に対し、薬剤等の配
付を行い、保護者が希望する4・5歳児を対象にぶくぶく
うがいによるフッ化物洗口を実施した。

【実施施設】19施設　 【実施人数】639名

A

2-15
幼児健診事後指導教室
（母子保健推進事業）

4-6- こども未来課

　心理相談員、保育士、保健師がスタッフとなり、幼児
健診後、発達経過をみる必要のある幼児及び育児不安等
のある母親を対象に、集団の場を利用し助言指導を行っ
ていきます。
　療育が必要な児童には、関係機関と連携し、適切な支
援の提供に努めていきます。

　令和3年度で事業終了

―

　※令和3年度で事業終了

―

2-16
子どもの医療費の助成

（子どもの医療助成事業）
4-6 こども未来課

　就学前の乳幼児と小・中学生を対象に、医療費を助成
していきます。
　助成の範囲は、就学前の乳幼児と小学生の入院・通院
及び中学生の入院で、保険診療の自己負担額となってい
ます。
　北海道は、3歳以上の課税世帯は1割、3歳未満及び３
歳以上の非課税世帯は初診時一部負担金相当額となって
いますが、岩見沢市では北海道基準を拡大して全額助成
となっています。

入・通院医療費の助成対象を高校生年代まで拡大し、
子育て世代の医療費負担の軽減、子どもの健康の保持増
進を図った。

【受給者数】　  　7,553人
【助成件数】　 　87,135件
【助成額】　　202,483千円

※これまで、助成対象を通院は小学6年生まで、入院は
中学3年生までとしていたが、R5.10より入院・通院とも
に高校生等まで拡大しました。

A

入・通院医療費を高校生年代まで助成し、子育て世代
の医療費負担の軽減、こどもの健康の保持増進を図っ
た。

【受給者数】　  　7,720人
【助成件数】　  101,054件
【助成額】　　246,514千円

※R6.10より所得制限を撤廃した。

A

2-17
産後ケア事業

（母子保健推進事業）
4-4-(3) こども未来課

　産後間もない母親の身体的な回復と心理的な安定を促
進するため、産後4か月までに2回まで助産師が乳房ケ
ア、育児相談を実施します。

　妊娠期で登録した人は10人いたが、利用した人はいな
かった。申込者に行ったアンケートでの未利用理由は、
「電話予約大変・面倒」「とりあえず登録した」「心配
なくなった」であった。
　今後もニーズに沿った事業展開ができるよう検討して
いく。

【申込者数】　36人
【利用者数】　実数11人、延数14人（デイケア型　11
人、訪問型　3人）

A

　実施機関にママコロ広場が追加され利用者が増加し
た。出産後の支援機関として、産婦の心身の状況に寄り
添い、育児不安や心身の不調の解消に努めた。

【申込者数】
　　42人（産前登録13人）
【利用者数】
　　デイケア型　実数　15人　延数　30人
　　訪問型　　　実数　 5人  延数　 7人

A

2-18
新生児聴覚検査助成事業
（母子保健推進事業）

4-6 こども未来課

　聴覚障がいの早期発見・早期療育により、音声言語発
達の影響を最小限に抑えるため、新生児聴覚検査の費用
の一部を助成します。

　検査結果の把握はスムーズとなり、検査を実施してい
ない医療機関で出産した場合も、退院後に他の医療機関
で検査することができ、検査未実施は減少しているが、
今後も未受診者が減るよう母子手帳交付時等での周知を
徹底する。

【検査実施数】297人

A

　検査をした264人の新生児のうち、2人が難聴の診断と
なった。聴覚障がいを早期に発見し、早期療育につなげ
ることができた。

A

2-19 不妊・不育症治療費助成事業（同） 4-4-(3) こども未来課

　経済的負担の大きい不妊治療、不育症治療を受けてい
るご夫婦に治療費の一部を助成し、安心して妊娠・出産
できるよう支援していきます。

　令和5年度より生殖補助医療と併用して、自費で実施
した先進医療の治療費及び交通費の助成を開始した。
　申請者の37.9％が妊娠しており少子化対策としての効
果が期待できる。保険制度や助成内容の変更等もあるた
め、今後もPR方法を工夫し、未申請者がないよう努めた
い。

【一般不妊治療助成】　実数38人（延40人）
【特定不妊治療助成】　実数28人（延61人）
【不育症治療助成】　　実数0人
【先進不妊治療費等助成】　実施11人

A

　申請者の44.7％が妊娠しており少子化対策としての効
果が期待できる。

【一般不妊治療助成】　実数42人（延42人）
【生殖補助医療助成】　実数34人（延62人）
【不育症治療助成】　　実数0人
【先進不妊治療費等助成】　実数27人（延35人） A
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≪評価の基準≫

Ａ：計画通りの成果を得られた Ｃ：計画通りに事業が遂行できなかった

Ｂ：一部成果を得られないものもあった Ｄ：事業に着手できなかった

№
事業名

（事務事業名）
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第２期　 岩見沢市子ども・子育てプラン対象事業評価調査票　

3-1
保育所栄養士による食指導の実施
（ふれあい子どもセンター運営事

業）
4-3-(2) こども未来課

　保育所では、食事の指導とクッキング保育に取り組
み、望ましい食指導の定着に努めていきます。また、保
護者に対して食習慣の啓発活動を行っていきます。

　園児には食事のマナーを意識できるように給食時の声
掛けを行い、保育士には食具のアドバイスを行った。野
菜作りでは、苗植えから収穫まで行うことで育てる喜び
と味わう体験をし、野菜に親しむことができた。毎月配
付する「食育だより」を見て、保護者から給食レシピを
知りたいと要望があるなど、食への関心が伺えた。

A

　毎月配布する「食育だより」では生活習慣や食事マ
ナーを中心に季節に沿った内容を掲載し、食育に努め
た。クッキング保育は後期３回実施しているが、それ以
外でも就学児のみで３回行った。園児と相談して内容を
決め、苦手野菜の克服と料理の楽しさを経験させること
が出来た。

A

3-2
性に関する指導の実施
（教育指導振興事業）

4-7-(2) 指導室

　学校教育において、児童生徒の心身の発達における男
女の役割と責任を生理学的、倫理学的面から理解し、性
に対する健全な態度を培い、現代社会にふさわしい性道
徳を確立するための教育を進めていきます。
　医療関係者等と連携した教員研修を行い、児童生徒へ
の指導の充実と、保護者への啓発に努めていきます。

　指導計画に応じた指導を全小・中・高等学校で実施す
ることができた。その中で、5校が外部講師を活用して
実施した。
　
【外部講師による指導の実施】
　中4校、高1校　計5校

【外部講師】
・看護師　　・助産師　　・市民連携室職員

B

　指導計画に応じた指導を全小・中・高等学校で実施す
ることができた。また、全24校のうち7校が外部講師を
活用して実施した。
　
【外部講師による指導の実施】
　小2校、中4校、高1校　計7校

【外部講師】
・看護師　　・助産師　　・市民連携室職員
・一般社団法人

B

3-3
喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の実

施
（教育指導振興事業）

4-7-(2) 指導室

　学校教育において児童生徒の心身の発達や健康で安全
な生活を送るための基礎を培うため、喫煙・飲酒・薬物
乱用の防止に関する認識を深め、現在及び将来において
健康で安全な生活を送る態度を育成する教育を進めてい
きます。
　警察や医療機関などの関係機関と連携した児童生徒へ
の指導や教員研修を行い、児童生徒の健康で安全な生活
を築こうとする態度の育成と保護者への啓発に努めてい
きます。

　指導計画に応じた指導を全小・中・高等学校で実施す
ることができた。その中で、15校が外部講師を活用して
実施した。

【外部講師による薬物乱用防止教室】
　小8校、中6校、高1校　計15校で実施

【外部講師】
・警察署員　　　・薬剤師　　・ライオンズクラブ
・厚生局員

B

　指導計画に応じた指導を全小・中・高等学校で実施す
ることができた。また、全24校のうち13校が外部講師を
活用して実施した。

【外部講師による薬物乱用防止教室】
　小7校、中5校、高1校　計13校で実施

【外部講師】
・警察署員　　　・薬剤師　　・ライオンズクラブ

B

3-4
子どもの心の相談医
（総合病院事業）

4-7-(2)
4-7-(5)

市立総合病院

　市立総合病院小児科外来において、「子どもの心」相
談医における子どもの心理発達の基礎、様々な行動の問
題、発達障がい、虐待による子どもの心の問題に対応
し、心のケアや子育て支援するため、関係機関と連携し
相談体制の充実に努めていきます。

　小児科外来において毎週火、木曜日に医師による子ど
もの心の相談を行い、必要に応じて関係機関との連携を
図りながら子どもの心のケア及び子育ての支援に努め
た。 A

　小児科外来において毎週火、木曜日に医師によるこど
もの心の相談を行い、必要に応じて関係機関との連携を
図りながらこどもの心のケア及び子育ての支援に努め
た。 A

3-5
親になるための交流事業

（子育て総合支援センター事業）
4-7-(1) こども未来課

　中・高生等が直接子育てをしている親子と交流できる
場の提供を行っていきます。

　緑陵高等学校の家庭科の特別授業として、子育て総合
支援センターの開催事業である「青空広場」に参加し、
子育て中の親子と関わり、家庭での子育ての現状や地域
子育て支援の重要性について学ぶ機会となった。

【参加者】　普通科3年生　13名　家庭科教諭　1名

A

　市が乳幼児とその保護者と対象として実施する「青空
広場」を活用し、緑陵高等学校の生徒が家庭科の特別授
業として、子育て中の親子とふれあうことで家庭での子
育ての現状や地域子育て支援の重要性について学ぶ機会
を提供した。

【参加者】　普通科3年生　14名　家庭科教諭　1名

A
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≪評価の基準≫

Ａ：計画通りの成果を得られた Ｃ：計画通りに事業が遂行できなかった
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3-6
ティームティーチング、少人数指導

の実施
（小中学校管理事業）

4-7-(2)
指導室・学校
教育課

　指導方法工夫改善のため、教員の加配を行うととも
に、各学校で学校課題、児童生徒の学習状況に応じた
ティームティーチング（ＴＴ指導）、少人数指導を行っ
ていきます。児童生徒の実態に合わせた指導の充実に努
めていきます。

　道教委による教職員加配において、指導方法工夫改善
のための教員加配を小学校4校、中学校6校、小学校専科
指導のための教員加配が7校措置された。
　加配措置により各学校の課題、学習状況に沿った指導
が実現することができた。
　また、小学校専科指導のための教員加配により、加配
教員による外国語活動の巡回指導も拡充した。加配未配
置校に対してもTT指導、少人数指導、習熟度別学習が実
現され、より多くの児童生徒の実態に即した指導を効果
的に実施することができた。

A

　道教委による教職員加配において、指導方法工夫改善
のための教員加配を小学校2校、中学校6校、小学校専科
指導のための教員加配が8校措置された。
　加配措置により各学校の課題、学習状況に沿った指導
を実現することができた。
　また、小学校専科指導のための教員加配により、加配
教員による外国語活動の巡回指導も拡充した。加配未配
置校に対してもTT指導、少人数指導、習熟度別学習が実
現され、より多くの児童生徒の実態に即した指導を効果
的に実施することができた。

A

3-7 学力向上対策事業（同） 4-7-(2) 指導室

　子どもたちが自ら学び考える力や、豊かな心と健やか
な身体を育成するために、各学校が創意工夫のもとで取
り組む活動を支援していきます。

　全国学力・学習状況調査やNRTの結果を活用した分析
により学校課題を把握し、授業づくりの改善に努めた。
また、指導訪問を全小・中学校に実施し、指導・助言を
実施した。
　SEスタディはOKスタディと名称を変え、完全オンデマ
ンド化したことにより参加者が増加した。

【全国学力学習状況調査　市内平均 ※全国平均100】
　小学校：国語 95.2　算数 97.6
　中学校：国語 98.9　数学102.0
　
【NRT市平均　※全国平均50】
　小学校6年国語48.2　算数47.5
　中学校3年国語50.3　数学49.6

【指導訪問での指導・助言】　小・中学校全23校で実施
【OKスタディ 5教科　　 参加者数】325名
【OKスタディ 英検対策　参加者数】3級32名　4級59名
【土曜キッズ英会話】 20回実施　581名の参加

A

　全国学力・学習状況調査やNRTの結果を活用した分析
により学校課題を把握し、授業づくりの改善に努めた。
また、指導訪問を全小・中学校に実施し、指導・助言を
実施した。
　OKスタディは、オンデマンドによる講習会形式に変更
したことにより参加者が増加した。

【全国学力学習状況調査　市内平均 ※全国平均100】
　小学校：国語 96.0　算数 91.5
　中学校：国語 96.4　数学 97.1
　
【NRT市平均　※全国平均50】
　小学校6年国語 47.8　算数 47.6
　中学校3年国語 48.7　数学 48.1

【指導訪問での指導・助言】　小・中学校全23校で実施
【OKスタディ 5教科　　 参加者数】449名
【OKスタディ 英検対策　参加者数】3級37名　4級56名
【土曜キッズ英会話】 20回実施　延べ363名の参加

B

3-8

総合的な学習の時間等における外部
人材の活用

（学び・心はぐくむ学校活動支援事
業）

4-7-(2) 指導室

　各学校で創意工夫を凝らした学習内容に合わせて、
様々な教育活動で外部からの人材を活用し、学習内容の
充実に努めていきます。

外部人材の活用により、地域全体で学校教育を支援す
る体制づくりと、よりきめ細やかな教育活動を充実させ
ることができた。

【活動延べ日数】1,542日
【外部人材活用年間延べ人数】　7,722名

A

外部人材の活用により、地域全体で学校教育を支援す
る体制づくりと、よりきめ細やかな教育活動を充実させ
ることができた。

【活動延べ日数】1,470日
【外部人材活用年間延べ人数】　7,355名

A

3-9 教育支援センター事業（同） 4-7-(2) 指導室

　スクールカウンセラー、スクールカウンセラースー
パーバイザー、スクールソーシャルワーカー、医療アド
バイザー、特別支援教育専門員を配置し、これらを組織
的に活用・連携させながら児童生徒の発達段階や実態に
配慮し、悩みや不安の解消・問題行動の解決を図りま
す。

　教育支援センターが窓口となり、児童相談所、市の健
康・福祉部門、児童発達支援事業所等との連携を深めな
がら、多様化・複雑化する子どもや保護者、学校の相談
に対応した。
　また、不登校児童生徒の増加に伴い、登校支援室への
来室者数は増加傾向にあるが、指導員による日常的なカ
ウンセリング等により、学校復帰率は約30％、中学3年
生全員が高等学校に進学した。

【教育支援センター相談件数】　1,145件
【登校支援室来室者】　55名

A

　教育支援センターが窓口となり、児童相談所、市の健
康・福祉部門、児童発達支援事業所等との連携を深めな
がら、多様化・複雑化するこどもや保護者、学校の相談
に対応した。
　また、不登校児童生徒の増加に伴い、登校支援室への
来室者数は増加傾向にあるが、指導員による日常的なカ
ウンセリング等により、学校復帰率は約30％、中学3年
生全員が高等学校に進学した。

【教育支援センター相談件数】　1,042件
【登校支援室来室者】　50名

A
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3-10
道徳教育の充実

（教育指導振興事業）
4-7-(2) 指導室

　道徳教育は、「特別の教科　道徳」の時間を要として
学校の教育活動全体で行っていきます。また、教科書や
独自の教材を活用した「考え、議論する」道徳科の授業
づくりを充実させ、道徳的な判断力、心情、実践意欲と
態度などの道徳性を養うよう努めていきます。

　教育研究所「道徳科」研究部会において、授業におけ
る教師の支援の在り方等について調査・研究し、成果と
課題を市内全校への発信した。また、外部講師を招聘
し、専門的な理論と明日から使える実践を学ぶことがで
きた。

【師範授業並びに講演会の実施】
　市立教育研究所「道徳部会」豊中（指定校）
　　 7月　※講師：鈴木　克治 氏
　　12月　※講師：山田　貞二 氏

A

　教育研究所「道徳科」研究部会において、授業におけ
る教師の支援の在り方等について調査・研究し、成果と
課題を市内全校への発信した。また、外部講師を招聘
し、専門的な理論とこどもの声をつなぐ実践的な指導技
術を学ぶことができた。

【師範授業並びに講演会の実施】
　市立教育研究所「道徳部会」豊中（指定校）
　　12月　講師：山田　貞二 氏

B

3-11
生徒指導の充実

（青少年対策事業） 4-7-(4) 指導室

　各学校で、児童生徒の理解に基づき、一人ひとりの存
在感を高める積極的な生徒指導を行い、各学校や関係機
関が連携した対応を図っていきます。
生徒指導の機能を生かして、一人ひとりの自己実現が図
られる指導の充実に努めるとともに、関係機関との連携
強化に努めていきます。

小学校・中学校・高校それぞれの生徒指導担当者が集
まり定期的に会議を開催することで、児童生徒を取り巻
く諸問題について共有し、課題解決に向けた協議を進め
た。

また、啓発資材の改訂を行い、児童館等を会場に、社
会のルール・SNS出前講座を年間4回実施し、児童への啓
発を行った。

A

小学校・中学校・高校それぞれの生徒指導担当者が集
まり定期的に会議を開催することで、児童生徒を取り巻
く諸問題について共有し、課題解決に向けた協議を進め
た。

また、これまで児童館等を会場に実施していた、社会
のルール・SNS出前講座を小中学校にも周知し、小学校1
校からの要請があり実施した。

B

3-12
スポーツ少年団指導者講習会のＰ

Ｒ・勧奨
（健康・スポーツ振興事業）

4-7-(3) 生涯教育課

　（財）日本スポーツ協会等主催の講習会の開催につい
て、関係団体（体育協会加盟団体・スポーツ少年団等）
に情報を提供するなど、資格取得の勧奨を行い、広い分
野の指導者の充実に努めていきます。

　スポーツ庁や（公財）北海道スポーツ協会、（公財）
北海道障がい者スポーツ協会等からの講習会の案内を、
適宜関係団体（スポーツ協会加盟団体・スポーツ少年団
等）へ周知した。 A

　スポーツ庁や（公財）北海道スポーツ協会、（公財）
北海道障がい者スポーツ協会等からの講習会の案内を、
適宜関係団体（スポーツ協会加盟団体・スポーツ少年団
等）へ周知した。 A

3-13
中学校選択制度

（小学校管理事業）
4-7-(3) 学校教育課

　中学校すべての中から、子どもと保護者の希望により
選択して入学することができる「学校選択制度」に取り
組みます。

　※令和4年度で事業終了

―

　※令和4年度で事業終了

―

3-14
ホームページによる教育情報の公開
（教育情報システム化推進事業）

4-7-(3) 学校教育課

　岩見沢市の教育活動の情報を、より多くの人に提供す
るサービスの向上を図るため、市ホームページ、SNS等
で、公開しており、情報提供の一層の充実に努めていき
ます。

市ホームページ及びフェイスブックへの情報の掲載や
年4回発行した教育広報により、各部署の取組や行事な
ど、幅広く情報発信に取り組んだ。

今後も、発信する情報の内容や発信方法等の検討を行
いながら引き続き情報発信を行っていく。

A

　市ホームページ及びフェイスブックへの情報の掲載や
年3回発行した教育広報により、各部署の取組や行事な
ど、幅広く情報発信に取り組んだ。
　今後も、発信する情報の内容や発信方法等の検討を行
いながら引き続き情報発信を行っていく。

A

3-15
学校施設の計画的な整備の実施

（小学校校舎等管理事業、中学校校
舎等管理事業）

4-7-(2) 学校教育課

　老朽化した学校施設の改修・改築等を計画的に行う。 　メープル小学校の屋上、外壁の予防改修工事を行っ
た。 A

　北村小学校の屋上、外壁の予防改修工事を行った。
A

3-16
いわみざわ花と緑の少年団事業
（緑の環境保全教育事業）

4-7-(3)
公園緑地環境
課

　花や緑を愛し、自然に親しむ心を子どものうちから育
てることにより、地域や家庭での花と緑のリーダーとし
て活躍する人材を育成しており、人材の拡大に努めてい
きます（小学校4～6年生対象）。

小学生4～6年生（団員数8名）を対象に、当初予定通
りの自然に親しむ活動を行うことができた。
　※令和5年度で事業終了 A

　指定管理者にて、少年団の活動を継承する活動を行っ
ている。
　※令和5年度で事業修了 ―

3-17
環境浄化モニター活動
（青少年対策事業）

4-7-(4) 指導室

　小・中・高校の子どもを持つ母親を中心に選出された
27名のモニターで、一般書店やコンビニエンスストア、
カラオケボックス等を巡回し、青少年に悪影響を及ぼす
と思われる有害な環境がなくなるよう関係業界に働きか
けを行っていきます。

　書店やコンビニ等を定期的に巡回し、有害環境の調査
と浄化に努めるとともに、広報誌「ふれあい」を発行
し、保護者に対し、岩見沢警察署管内の補導状況やSNS
上におけるトラブル事例等について情報提供するなどの
注意喚起を行った。また、研修会の開催や補導員と連携
した巡回活動を実施した。

A

　書店やコンビニ等を定期的に巡回し、有害環境の調査
と浄化に努めるとともに、広報誌「ふれあい」を発行
し、保護者に対し、岩見沢警察署管内の補導状況やSNS
上におけるトラブル事例等について情報提供するなどの
注意喚起を行った。また、研修会の開催や補導員と連携
した巡回活動を実施した。

A
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3-18
子ども発達支援センター

（子育て総合支援センター事業）
4-7-(5) こども未来課

　発達の遅れ、または障がいのある児童とその家族が、
身近な地域において適切な相談支援、及び療育を受ける
ことができるよう、子ども発達支援センターを運営し、
発達に関する相談支援体制の充実を推進していきます。

発達上の課題をもつ児童とその保護者に対し発達支援
や相談支援を行ったほか、保育園や幼稚園への巡回相談
等により、機関に対する助言・指導を行い、発達支援体
制の整備および調整を図った。

【巡回相談】
　24か所24回　延べ87人

A

　心理士が2名体制から1名体制となったことから、例年
実施していた巡回相談の実施は見送り、関係機関と連携
しながら発達に係る相談を実施した。また、個別の相談
においては、従来どおり丁寧に観察・助言を行った。

  発達相談支援件数　254件
　関係機関連携　　　 86件

B

3-19
児童心理相談員による相談

（子育て総合支援センター事業）
4-6

4-7-(5)
こども未来課

　1歳6か月児健診、3歳児健診等で必要な児童には保護
者の希望に応じ、発達・療育相談を随時行っていきま
す。保護者とともに幼児の発達状況を確認し、適切な対
応の仕方を助言するとともに、専門機関を紹介していき
ます。心理相談員の判定・助言により、母親が適切な対
応が図れるよう支援していきます。
　また、保健センターや教育支援センターと連携し、保
育所や小学校に出向き、集団活動での対応についての助
言や小学生の個別支援を行っていきます。

　前年度に引き続き、子どもの心理・発達・社会適応上
の困難について、相談・支援を行った。
　令和5年度に特徴的な点として、保護者ではなく、幼
稚園保育園からの相談の増加が挙げられる。相談件数の
うち、幼稚園保育園からの相談は「機関支援」と分類し
ている。

【心理士（旧：心理相談員）による相談件数】
　R5　合計542件（内148件が機関支援）

A

　こどもの心理・発達・社会適応上の困難について、相
談・支援を行った。また、必要に応じて、関係機関と連
携を図った。

　発達相談支援件数　254件
　関係機関連携　　　 86件

A

3-20
幼児ことばの教室

（就学前幼児（言語）教育振興事
業）

4-7-(5) こども未来課

　ことばの発達に障がいや課題を持つ幼児の心身の健全
な発達を援助し、各園、保健センターなど他機関との連
携を図り、保護者や幼児との関わりを大切にした指導に
努めていきます。

保護者や幼児に寄り添った支援及び相談活動を実施す
ることができた。また、小学校のことばの教室との連携
を図り、確実な引継ぎを実施することができた。

【支援幼児数】　65名

A

　保護者や幼児に寄り添った支援及び相談活動を実施す
ることができた。また、小学校のことばの教室との連携
を図り、確実な引継ぎを実施することができた。

【支援幼児数】　44名　【指導延回数】　1,003回

A

3-21 特別支援教育推進事業（同） 4-7-(5) 指導室

　心身に障がいを持つ児童生徒、及び特別な教育的支援
を必要とする児童生徒の自立と、社会参加に向けた教育
的ニーズを把握し、適切な就学支援及び必要な支援を
行っていきます。

　各校の特別支援教育コーディネーターによる推進委員
会を開催し、事例検討や教育支援センターの職員の講話
等により、コーディネーターの指導力向上が図られた。
また、今年度は市立高校のコーディネーターの参加もあ
り、中高連携を図ることができた。
　子どもの就学先や在籍変更等について、専門的な知見
のあるスタッフが一人一人の子どもと特性を多面的に見
取り、適切な就学支援を行った。

【特別支援教育支援員研修】
　6月に集合形式で実施
【特別支援教育推進委員会】
　5月・6月・1月に集合形式で実施
【就学支援委員会開催】
　6月・10月・2月に集合形式で実施

A

　各校の特別支援教育コーディネーターによる推進委員
会を年５回開催し、事例検討や教育支援センターの職員
の講話等により、コーディネーターの指導力向上が図ら
れた。また、今年度は障がい児相談事業所の職員の参加
もあり、学校と関係機関との連携を図ることができた。
　こどもの就学先や在籍変更等について、専門的な知見
のあるスタッフが一人一人のこどもと特性を多面的に見
取り、適切な就学支援を行った。

【特別支援教育支援員研修】
　6月に集合形式で実施
【特別支援教育推進委員会】
　5月・6月・8月・1月・3月に集合形式で実施
【就学支援委員会開催】
　6月・10月・2月に集合形式で実施

A

3-22
いわみざわチャレンジスクール

（市民の学び支援事業）
4-7-(2) 生涯教育課

　小中学生を対象として、休日を有意義なものとし、学
習活動や体験活動を通じ、豊かな心と健やかな身体を育
み、個々の「生きる力」の高揚を図りながら講座や体験
学習などを継続していきます。

　学校では体験できない科学実験やモノづくり、料理な
ど様々な講座を実施し、体験学習の充実を図った。
　体験学習を通して、子どもたちの休日をより有意義な
ものとすることができた。

【11回実施、参加者221名】

A

　学校では体験できない科学実験やモノづくり、料理な
ど様々な講座を実施し、体験学習の充実を図った。
　体験学習を通して、こどもたちの休日をより有意義な
ものとすることができた。

　【実施回数及び参加者数】
　　11回実施　参加者290名

A

13



≪評価の基準≫
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3-23 あそびの広場運営事業（同） 4-7-(6) こども未来課

　全天候型施設「あそびの広場」を管理運営し、子ども
の成長を促すとともに、安心して子育てをすることがで
きる環境及び子どもを中心とした交流の場を提供しま
す。
　また、こども・子育てひろば「えみふる」の核とし
て、誰もが気軽に相談や支援を受けられる環境づくりを
進めていきます。

より安全な遊び場を提供するため、大型複合遊具下に
安全マットを敷設した。

また、コロナ5類移行後は、コロナ禍前の利用に近い
形で利用人数が推移した。各種スポーツ教室等を継続し
ながら、第3クールの営業も再開したほか、冬季間も降
雪が少なかった影響もあり、堅調に利用者数を伸ばし運
営できた。
　個人利用者数は、令和4年度の36％増となった。

【個人利用】 55,072人（市内17,156人 市外37,916
人）
【団体利用】　1,820人

A

　利用者数は、平成28年3月の開設以来、過去2番目の多
さとなり、堅調に利用者数を伸ばし運営した。また、一
部遊具の修繕を行い、安全確保に努めるなど、こどもの
あそび場として、あそび環境を充実させることができ
た。

【個人利用】　55,588人（市内19,330人　市外36,258
人）
【団体利用】　1,425人

A

3-24
青少年育成

（青少年育成事業）
4-7-(3) 生涯教育課

　青少年が、将来、自らの意思で自立し、社会参加して
いくことができるよう、少年の主張大会や子ども会活動
を実施していきます。
　また、すべての子どもが体験や学び等、様々な活動へ
の参加を通じ、健やかな成長を育む機会の提供に努めて
いきます。

　炭鉄港ツアー、子どもデイキャンプ、野球大会並びに
書初め大会を実施した。事業への参加を通じ、健やかな
成長を育む機会を提供することができた。

【参加者数】
・炭鉄港ツアー：15名
・子どもデイキャンプ：23名
・野球大会3チーム：45名
・かるた大会（出場チームが一定数を上回らなかったた
め、申込チームを空知大会へ推薦)

A

　子どもデイキャンプ、野球大会並びにかるた大会を実
施した。炭鉄港ツアーは申込人数が1人であったため中
止とした。事業への参加を通じ、健やかな成長を育む機
会を提供することができた。

【参加者数】
・炭鉄港ツアー：中止
・子どもデイキャンプ：29名
・野球大会3チーム：48名
・かるた大会（出場チームが一定数を上回らなかったた
め、申込チームを空知大会へ推薦)

B

3-25
岩見沢市指定ごみ袋交付
（ごみ処理対策事業）

4-10-(4) 廃棄物対策課

　2歳未満の乳幼児がいる世帯に対し、指定ごみ袋の交
付を行っていきます。

2歳未満の乳幼児がいる世帯に対し、指定ごみ袋を無
償で交付することにより、その負担を軽減した。

今後も、負担軽減の必要があると認める者に対し継続
する。
　
【交付対象者】361人

A

　2歳未満の乳幼児がいる世帯に対し、指定ごみ袋を無
償で交付することにより、その負担を軽減した。
　今後も、負担軽減の必要があると認める者に対し継続
する。
　
【交付対象者】319人

A

3-26
環境学習事業（ごみ減量化推進事

業） 4-7-(3) 廃棄物対策課

　小学校・中学校に対する、ごみ・環境の出前教室やご
み処理場などの見学を行い、環境についての理解を深め
ていきます。

　環境教育を通じ、ごみの分別等の意識向上を図った。
　今後も、環境教育により減量化・資源化の推進を継続
する。

【小中高生への出前教室等の実施】   2件 　77人
【小中高生の施設見学の実施】　　　21件　515人

A

　環境教育を通じ、ごみの分別等の意識向上を図った。
　今後も、環境教育により減量化・資源化の推進を継続
する。

【小中高生への出前教室等の実施】   0件 　 0人
【小中高生の施設見学の実施】　　　15件　480人

B

3-27
成長記録ファイルの普及事業

（子育て総合支援センター事業）
4-7-(5) こども未来課

　発達に心配のある子どもが、各ライフステージにおい
て、切れ目ない一貫した支援が受けられるよう、子ども
の成長と発達に関する記録等を保管する「えみふるふぁ
いる」を作成・配布するとともに、普及・啓発を行いま
す。

毎月実施されている1歳6か月健診で、ボランティアの
協力を得ながら「えみふるふぁいる」の配布・普及を
行った。子育て総合支援センターや幼児ことばの教室、
福祉課などでも必要に応じで配布し、活用を促した。3
歳児健診でも転入者や兄弟分の配布を行い、活用への声
掛けや活用状況んついてのアンケートを実施した。ま
た、支援者側への説明会も必要に応じて行い、活用を促
した。

【配布数】　364部

A

　毎月実施されている1歳6か月児健診で、ボランティア
の協力を得ながら「えみふるふぁいる」の配布・普及を
行った。子育て総合支援センターや幼児ことばの教室、
福祉課などでも必要に応じで配布し、活用を促した。3
歳児健診でも転入者や兄弟分の配布を行い、活用への声
掛けや活用状況についてのアンケートを実施した。ま
た、支援者側への説明会も必要に応じて行い、活用を促
した。

【配布数】　456部

A

14
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3-28
こどもサポート「うずら」

（子育て総合支援センター事業）
4-7-(5) こども未来課

　発達の遅れが見られる幼児とその保護者に対し、専門
職と一緒に成長や発達の状況を確認・共有できる集団の
場を提供し、療育支援の活用に関する情報提供や保護者
の不安軽減などの助言指導を行います。

　療育支援教室として実施してきた「うずら」だが、時
代のニーズと実施形態が合わず、紹介者数・登録者数・
継続利用児童数が減少し続けていた。このことから、
「うずら」としての活動は令和5年度で終了することと
した。
　令和4年度から継続していた児童が卒業するまでは通
常どおりの開催し、全9回実施した。
　※令和5年度で事業終了

【開催回数】9回
【対象実児童数】3名
【延べ参加児童数】17名

A

　※令和5年度で事業修了

―

3-29
情報モラル教室の実施

（学び・心はぐくむ学校活動支援事
業）

4-7-(2) 指導室

　各学校において外部講師を招聘して情報モラル教室を
実施し、コミュニティサイトやSNS等の不適切な利用に
よる犯罪等の被害やインターネット上のいじめ等のトラ
ブルを未然に防止します。

　指導計画に応じた指導を全小・中・高等学校で実施す
ることができた。その中で、15校が外部講師を活用して
実施した。また、教職員による定期的なネットパトロー
ルや、各校の生徒指導担当者が一堂に集合する会議で、
インターネットを賢く安全に使うためのリーフレット作
成し全家庭に配布した。

【外部講師による情報モラル教室】
　小7校、中7校、高1校　計15校で実施
【外部講師】
・警察署員　　・携帯電話会社員　　・NTT
・マルチメディア振興センター

A

　指導計画に応じた指導を全小・中・高等学校で実施す
ることができた。その中で、18校が外部講師を活用して
実施した。また、教職員による定期的なネットパトロー
ルや、各校の生徒指導担当者が一堂に集合する会議で、
インターネットを賢く安全に使うためのリーフレット作
成し全家庭に配布した。

【外部講師による情報モラル教室】
　小11校、中6校、高1校　計18校で実施
【外部講師】
・警察署員　　・携帯電話会社員　　・弁護士
・市青少年センター職員

A

3-30
家庭教育事業

（市民の学び支援事業）
4-7-(3) 生涯教育課

　0歳児から2・3歳児の発育段階に対応した家庭教育学
級、地域家庭教育事業及び育児サークルへの支援や保護
者への育児支援を行っていきます。
　家庭教育の重要性が増す中で、家庭教育に関する基礎
理解や心身の発達の特徴及び健やかな成長のための家庭
教育のあり方について専門的な講師を招いて事業を展開
していきます。

●0歳児、2・3歳児の親子を対象に、専門の講師を招き
家庭教育に関する基礎知識や心身の発達の特徴を理解す
る学習機会を提供することができた。
【0歳児学級2回、27名、　2・3歳児学級：14回、179
名】

●指導者育成講座を開催し、家庭教育に関する専門的な
理論や技法について学び、身近な地域で家庭教育の指導
や子育て支援ができる指導者を育成するための実践的な
研修会を実施することができた。
【家庭教育指導者育成講座：1回、12名】
【家庭教育指導者活用講座：3回、27名】

●子どもを持つ保護者で結成された育児サークルの活動
を支援した。
【育児サークルサポート事業：12回、406名】

A

●0歳児、2・3歳児の親子を対象に、専門の講師を招き
家庭教育に関する基礎知識や心身の発達の特徴を理解す
る学習機会を提供することができた。
【0歳児学級】2回、32名　【2・3歳児学級】2回、36名

●指導者育成講座を開催し、家庭教育に関する専門的な
理論や技法について学び、身近な地域で家庭教育の指導
や子育て支援ができる指導者を育成するための実践的な
研修会を実施することができた。
【家庭教育指導者育成講座】1回、11名
【家庭教育指導者活用講座】4回、61名

●こどもを持つ保護者で結成された育児サークルの活動
を支援した。
【育児サークルサポート事業】12回、92名

A

4-1
街頭補導活動事業

（青少年対策事業）
4-8-(4) 指導室

　青少年の非行防止のため、地域での取り組みを支援し
ていくとともに、家庭、地域の協力を得ながら関係機関
と連携して巡回等を行っていきます。
　また、青少年センターによる街頭補導活動、学校の長
期休業日や祭典時の特別街頭補導を行い、非行防止活動
の充実を推進していきます。

　青少年センターが中心となり警察署や学校、地域、補
導員連絡協議会と連携を図り、平常補導、夜間補導のほ
か、学校長期休業期間や市内イベント等に合わせて行う
特別補導を定期的に行い、青少年の問題行動の早期発見
と予防に努めることができた。
　また新任の補導員等を対象に補導員研修会を開催し
た。

A

　青少年センターが中心となり警察署や学校、地域、補
導員連絡協議会と連携を図り、平常補導、夜間補導のほ
か、学校長期休業期間や市内イベント等に合わせて行う
特別補導を定期的に行い、青少年の問題行動の早期発見
と予防に努めることができた。
　また新任の補導員等を対象に補導員研修会を開催し
た。

A

15
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4-2
公共構築物のユニバーサルデザイン

の推進
（市営住宅建設事業ほか）

4-8-(3) 建築課

　 新たに建設される公共建築物については、多目的ト
イレを設置しています。施設によりトイレ内にベビー
シートを設けたり、女性用トイレにも小児用小便器を設
置するなど、整備を図っていきます。

　新たに建築される公共建築物について、令和５年度は
建設計画がなく当該事業がなかった。

B

　令和6年度は新たな公共建築物の建設計画がなく当該
事業がなかった。

B

4-3 公園トイレ整備（公園管理事業） 4-8-(3)
公園緑地環境
課

　 子どもからお年寄りまですべての人が安全・安心し
て利用できるように、トイレの洋式化を行っていきま
す。

当初予定通りにトイレ3基の洋式化を実施することがで
きた。

A

当初予定通りにトイレ2基の洋式化を実施することがで
きた。

A

4-4
子どものあそび場整備

（公園造成事業）
4-7-(6)

公園緑地環境
課

　都市公園を子どもやお年寄りはもちろん、障がいのあ
る方も利用しやすいよう、地域住民の意見を取り入れた
整備を進めており、小規模公園も視野に入れながら整備
に努めていきます。

　公園施設の長寿命化計画に則り遊戯施設・一般施設の
更新（対象公園数：8公園）を、地域の意見・要望を取
り入れながら、実施することができた。 A

　公園施設の長寿命化計画に則り遊戯施設・一般施設の
更新（対象公園数：7公園）を、地域の意見・要望を取
り入れながら、実施することができた。 A

4-5
ワーク・ライフ・バランスの推進
（男女共同参画社会推進事業）

4-8-(1) 市民連携室

　育児・介護をしながら働き続けることができるよう、
ワーク・ライフ・バランスに関する意識の啓発や、両立
支援に関する各制度の情報提供に努めていきます。

いわみざわ男女共同参画プラン推進市民会議との協働
により、予定していた事業を全て実施し、意識啓発に努
めた。

また、広報いわみざわやデジタルサイネージへの記事
掲載、情報誌の発行を通して、幅広く市民へワーク・ラ
イフ・バランスに関する情報を提供することができた。

【川柳コンテスト】29名76作品(大賞1名、入選5名)
【市民フォーラム】R5.6.25(日)　参加者数70名
【ステップアップ講座】2回　参加者数57名
【情報誌「ア・ライク」の発行】　6,500部
【展示啓発会場】イオン岩見沢店、であえーる、市役所
【関係書籍展示】 市立図書館
【広報いわみざわ準特集記事掲載】　1回
【デジタルサイネージ掲載】　1回

A

いわみざわ男女共同参画プラン推進市民会議との協働
により、予定していた事業を全て実施し、意識啓発に努
めた。

また、広報いわみざわやデジタルサイネージへの記事
掲載、情報誌の発行を通して、幅広く市民へワーク・ラ
イフ・バランスに関する情報を提供することができた。

【川柳コンテスト】33名85作品(大賞1名、入選5名)
【市民フォーラム】R6.6.29(日)　参加者数70名
【ステップアップ講座】2回　参加者数55名
【情報誌「ア・ライク」の発行】　5,500部
【展示啓発会場】イオン岩見沢店、であえーる、市役所
【関係書籍展示】 市立図書館
【広報いわみざわ準特集記事掲載】　1回
【デジタルサイネージ掲載】　1回

A

4-6
交通安全教室

（交通安全対策事業）
4-8-(4) 市民連携室

　模擬信号機や自転車を使った参加・体験・実践型の交
通安全教室を行っており、警察署をはじめとした関係機
関の協力により、内容の充実に努めていきます。

　岩見沢警察署及び児童交通指導員の協力を得ながら、
市内保育園、幼稚園、小中学校、町内会等で、多くの参
加者に対して交通安全教室を開催することができた。各
世代に合わせた教室を実施し、車社会に順応する知識を
身につけさせるとともに、子どもを通じて各家庭に意識
の向上を図ることができた。

【教室回数及び延べ参加人数】48回　3,615人

A

　岩見沢警察署及び児童交通指導員の協力を得ながら、
市内保育園、幼稚園、小・中学校、町内会等で、多くの
参加者に対して交通安全教室を開催することができた。
各世代に合わせた教室を実施し、車社会に順応する知識
を身につけさせるとともに、こどもを通じて各家庭に意
識の向上を図ることができた。

【教室回数及び延べ参加人数】46回　3,748人

A

4-7
民間における交通安全の確保

（交通安全対策事業）
4-8-(4)

民間実施
※市民連携室

　民間団体において行っている紙芝居による交通安全教
育等と連携を取りながら子どもの交通安全対策を進めて
いきます。

　民間団体での紙芝居による交通安全教育については、
新型コロナ５類以降後に再開したが、開催要望はなく実
施実績はない。しかし、自転車事故防止の街頭啓発及び
新入学児童へのマスコット配付を実施することで、交通
安全の普及と交通事故防止のための交通安全活動の推進
に努めることができた。

B

　民間団体での紙芝居による交通安全教育については、
新型コロナ５類以降後に再開したが、開催要望はなく実
施実績はない。しかし、自転車事故防止の街頭啓発及び
新入学児童へのマスコット配付を実施することで、交通
安全の普及と交通事故防止のための交通安全活動の推進
に努めることができた。

B
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4-8
市防犯協会への支援

（市民の安全と安心を高める推進事
業）

4-8-(4) 市民連携室

　地域の実態に即した安全活動の推進、広報啓発活動の
推進等、市防犯協会が行う防犯活動の支援をしていきま
す。

　市防犯協会が実施する防犯教室や街頭啓発などの様々
な活動に参加し、警察署や町会と連携しながら、防犯旗
の配布や防犯啓発用品の提供などを通じ活動を支援し
た。

A

　市防犯協会が実施する防犯教室や街頭啓発などの様々
な活動に参加し、警察署や町会と連携しながら、防犯旗
の配布や防犯啓発用品の提供などを通じ活動を支援し
た。

A

4-9
街路灯の維持管理と新設･敷設替の支

援
（町会等管理街路灯維持支援事業）

4-8-(4)
土木課、市民
連携室

　市が管理する街路灯については、新設、更新、修繕を
計画的に進めるとともに、ＬＥＤ化によりＬＣＣの縮減
を図りながら、適切に管理していきます。
　また、町内会が管理する街路灯に対しても、新設及び
敷設替等維持管理に係る費用を支援することにより、夜
間における道路交通の安全確保と防犯に対策を行ってい
きます。

（土木課）
　修繕（市）N＝16基
　LED化（市）N＝92基

（市民連携室）
　町会が管理する街路灯については、新設及び切替等に
かかる費用の支援をすることで全体の94％とLED化が進
み、維持管理費の節減が図られ、夜間における安全確保
と防犯対策に努めることができた。

A

（土木課）
　修繕（市）N＝21基
　LED化（市）N＝0基

（市民連携室）
　町会が管理する街路灯については、新設及び切替等に
かかる費用の支援をすることで全体の94.75％とLED化が
進み、維持管理費の節減が図られ、夜間における安全確
保と防犯対策に努めることができた。

B

4-10

防犯啓発活動
（市民の安全と安心を高める推進事

業）
4-8-(4) 市民連携室

　防犯対策として、新入学児童への防犯グッズの配布や
街頭での啓発活動を行っており、今後も推進していきま
す。防犯旗については希望する町会に、また、訪問販売
防止ステッカーや振り込め詐欺防止シールを、希望者に
配布していきます。
　また、子どもが自ら身を守るための防犯研修に取り組
んでいきます。

金融機関や大型商業施設でのグッズ配架による啓発活
動、FMはまなすやIHKによる放送媒体を活用した警戒啓
発放送、防犯メールや市公式SNSにより特殊詐欺等の情
報発信・注意喚起を実施した。

さらには、幼稚園や保育園で行う防犯かるた大会を開
催するなどの活動を実施して防犯啓発を行った。

また、防犯旗を作成し希望町会へ配布。町会等へ腕章
などの貸出を行い地域防犯活動の支援も実施することが
できた。

A

　金融機関や大型商業施設での啓発活動、FMはまなすや
IHKによる放送媒体を活用した警戒啓発放送、防犯メー
ルや市公式SNSにより特殊詐欺等の情報発信・注意喚起
を実施した。
　さらには、幼稚園や保育園で行う防犯かるた大会を開
催するなどの活動を実施して防犯啓発を行った。
　また、防犯旗を作成し希望町会へ配布。町会等へ腕章
などの貸出を行い地域防犯活動の支援も実施することが
できた。

A

4-11 児童見守りシステム推進事業（同） 4-8-(4) 指導室

　すべての小学生の希望家庭を対象に児童見守りサービ
スを実施し、登下校の安全・安心確保を図っています。
　また、全小中学生の希望家庭向けに不審者者情報等の
一斉同報サービスを含めた見守りシステムにて児童生徒
の安全・安心確保の注意喚起を行っています。

　一斉同報メールは、小学生の登下校通知や家庭への注
意喚起以外にも、旅行的行事の様子の報告、中体連の結
果の速報等にも積極的に活用された。

【児童見守りシステムICタグ普及率】　99％
【一斉同報メールサービス利用率】　　98％

A

　一斉同報メールは、小学生の登下校通知や家庭への注
意喚起以外にも、旅行的行事の様子の報告、中体連の結
果の速報等にも積極的に活用された。

【児童見守りシステムICタグ普及率】　99％
【一斉同報メールサービス利用率】　　99％

A

4-12
子育て支援住宅

（市営住宅建設事業）
4-8-(2) 建築課

　市営住宅の整備に当たって、未就学児童を含む3人以
上の世帯で、当該未就学児が中学校を卒業するまでの子
育て中の家庭を対象に、特定住戸として「子育て支援住
宅」を提供します。
　また、児童館や地域親子ひろばなどを拠点とした交流
事業や子育て支援サービス等との連携も視野に子育てし
やすい住環境整備に取り組んでいきます。

令和５年度は、新たな市営住宅の整備・検討の計画予
定はなかった。

B

　令和6年度は、6条中央団地の整備以外に新たな市営住
宅の整備・検討の計画予定がなく当該事業がなかった。

B

4-13
住宅購入支援助成金
（移住定住促進事業） 4-8-(2) 企画室

　市内に移住・転入する子育て世帯が、新築又は中古住
宅を初めて購入する際に、土地・建物の購入及び改修費
用に関する資金を助成します。

　移住・転入する世帯が初めて新築・中古住宅を取得す
る際の費用助成のほか、中学3年生以下のお子さんがい
る子育て世帯への助成額の加算を実施した。

【令和5年度子育て加算世帯】21世帯（世帯員75人）

　また、住宅購入に係る費用負担を軽減する手法の一つ
として、（独）住宅金融支援機構と制度連携することに
より、住宅購入支援助成金対象者が、固定金利住宅ロー
ン【フラット35】の金利優遇措置を受けられることを可
能とした。

A

　移住・転入する世帯が初めて新築・中古住宅を取得す
る際の費用助成のほか、中学3年生以下のお子さんがい
る子育て世帯への助成額の加算を実施した。

【令和6年度子育て加算世帯】10世帯（世帯員42人）

　また、住宅購入に係る費用負担を軽減する手法の一つ
として、（独）住宅金融支援機構と制度連携することに
より、住宅購入支援助成金対象者が、固定金利住宅ロー
ン【フラット35】の金利優遇措置を受けられることを可
能とした。

A
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5-1
チャイルドホットライン

（子育て総合支援センター事業）
4-9-(3) こども未来課

　岩見沢市、消防署、病院はもとより、児童相談所や警
察署等子どもに関係する機関が連携して、児童虐待防止
などの対応を行っていきます。
　定期的に岩見沢市子育て支援推進会議（要保護児童対
策地域協議会）を開催するなど、関係機関とのネット
ワークの強化を図るとともに、個別ケース検討会議を開
催し、課題解決に向け、情報の共有と支援の円滑な推進
に取り組んでいきます。

　警察署や児童相談所、学校など関係機関と連携し、児
童虐待の防止と解決に向け実態を把握し、虐待の早期発
見、早期対応に努めた。特定妊婦に係る要支援児童のほ
か、ネグレクトや身体的虐待等の事案に対し情報共有と
今後の支援策の検討を行うため、個別ケース検討会議を
計26回開催した。 A

　こども家庭センターを中心に、家庭・児童相談におい
て、要保護児童の把握と支援を行った。警察や児童相談
所など各関係機関とともに児童虐待の防止と解決に向
け、実態の把握に努めるとともに、虐待の早期発見、早
期対応を図るため、被害児童の保護や情報共有、支援策
等を検討した。

家庭・児童相談　407件
個別ケース検討会議　27回

A

5-2
児童虐待早期発見事業
（母子保健推進事業）

4-4-(5)
4-9-(3)

こども未来課

　妊娠届出時から乳幼児健診までの問診項目で生活・子
育て環境を把握し、早期支援を行っていきます。
　支援の必要な保護者の早期発見、早期支援に結びつく
ための事業を進めていきます。

　妊娠届出時、医療機関連携、乳児健診における育児ア
ンケートにより、早期支援を行うことができた。継続支
援ケースでは、他機関との連携を図ることができた。令
和5年度については、夜間訪問2人実施、虐待発見はな
かった。今後も継続していく。

【ハイリスク妊産婦訪問】　実55人（延57人）
【周産期養育者支援保健・医療連携システムによる訪
問】
　実45人（延48人）
【４～5か月児健診　育児アンケート実施数】
　298人（内要支援者42人）
【8～9か月児健診　育児アンケート実施数】
　310人（内要支援者17人）

A

　妊娠届出時、医療機関連携、乳児健診における育児ア
ンケートにより、早期支援を行うことができた。継続支
援ケースでは、他機関との連携を図ることができた。

【ハイリスク妊産婦訪問】　実43人（延51人）
【周産期養育者支援保健・医療連携システムによる訪
問】
　実30人（延36人）
【４～5か月児健診　育児アンケート実施数】
　284人（内要支援者33人）
【8～9か月児健診　育児アンケート実施数】
　298人（内要支援者7人）

A

5-3
特別育児支援ヘルパー事業
（子ども・子育て支援事業）

4-9-(3) こども未来課

　岩見沢市子育て支援推進会議において要支援児童と認
める児童がいる家庭にヘルパーを派遣し、家事及び育児
の支援を行うことにより、子育て家庭の身体的及び精神
的負担を軽減し、保護者の養育の支援に資するととも
に、児童の見守りを行います。

　要保護児童対策地域協議会において、支援や見守りが
必要と判断された要保護・要支援児童のいる家庭に対
し、回数の制限なくヘルパーを派遣し、虐待等の早期発
見に努めた。
　
　　　【利用回数】　　【利用家庭数】
  R5　　　 69回　　　　　　 2家庭

A

　要保護児童対策地域協議会において、支援が必要と判
断された要保護児童のいる家庭に対しヘルパーを派遣
し、保護者の養育の支援を行うとともに、児童の見守り
を行った。
　
　【利用回数】102回　【利用家庭数】１家庭

A

5-4
児童虐待防止の学習会によるネット

ワークづくり
4-9-(3) こども未来課

　子どもと直接関わる専門職間の児童虐待に対する問題
意識を共有するため、学習機会を設けることを検討しま
す。

虐待防止に向け、関係機関同士の顔の見える関係づく
りとして、有識者等で構成する懇話会を設置し、懇談す
る機会を検討していたが、構成員の調整が進まず、企
画・実施等には至らなかった。

D

　虐待防止に向け、関係機関同士の顔の見える関係づく
りとして、有識者等で構成する懇話会を設置し、懇談す
る機会を検討していたが、構成員の調整が進まず、企
画・実施等には至らなかった。

D

6-1
母子・父子自立支援員配置
（ひとり親家庭支援事業）

4-10-(4) こども未来課

　母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭及び寡
婦家庭の相談、自立に必要な情報提供や指導及びそれら
の家庭に対し職業能力の向上や、求職活動に関する支援
を行っていきます。
　相談内容は、子育て、生活、就労、養育費の確保など
幅広く、また、必要な情報提供や各種施策の活用につい
て、きめ細かい対応に努めていきます。

　ひとり親または、これからひとり親になる父親・母親
の多様な相談に自立支援員が対応し、必要な情報の提供
と相談窓口へ繋げる役割を果たしている。

A

　引き続き、ひとり親または、これからひとり親になる
父親・母親の多様な相談に自立支援員が対応している。
内容により必要な情報の提供と、各種相談窓口へ繋げて
いる。

A

6-2
生活困窮者自立支援

（生活困窮者自立促進支援事業）
4-10-(4) 保護課

　子どもを持つ、生活に困窮する家庭がこれ以上の困窮
状態に陥らないよう、相談を受付け、就労に向けた支援
などを行っていきます。

岩見沢市生活サポートセンターりんくにおいて、子ど
もを持つ生活困窮世帯が困窮状態から早期に脱却できる
ように関係機関と連携し、相談の受付けから就労に向け
た一体的な支援を行った。

【相談件数】  61名

A

岩見沢市生活サポートセンターりんくにおいて、こど
もを持つ生活困窮世帯が困窮状態から早期に脱却できる
ように関係機関と連携し、相談の受付から就労に向けた
一体的な支援を行った。

【相談件数】  72名

A
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6-3
生活困窮者学習支援

（生活困窮者自立促進支援事業）
4-10-(4) 保護課

　経済的な理由で塾などに通えない中学生に、放課後の
学習機会を提供していきます。

　公益社団法人 岩見沢市シルバー人材センターにおい
て、貧困の連鎖からの脱却を目指し、生活困窮世帯の小
中学生の学習支援を行った。
　対象世帯に令和４年度より準要保護世帯を加え、近年
減少傾向にあった参加者数は増加している。

【参加者数】　小学生9人　中学生12人

A

　公益社団法人 岩見沢市シルバー人材センターにおい
て、貧困の連鎖からの脱却を目指し、生活困窮世帯の小
中学生の学習支援を行った。
　対象世帯に令和４年度より準要保護世帯を加え、参加
人数は増加した。しかし、家庭の事情等で継続出来ない
参加者もおり人数が減少した。

【参加者数】　小学生6人　中学生12人

B

6-4 実費徴収に係る補足給付を行う事業 4-4-(12) こども未来課

　幼稚園や保育所等を利用している生活保護世帯等の子
どもで保護者が支払うべき教材費、行事費等の実費徴収
に係る費用の一部を負担し、子どもの健やかな成長を支
援します。

　令和2年度に実施した全道34市及び市内各施設への状
況調査に基づき、助成対象者が非常に限定的になってし
まうことから、事業実施の見送りを決定している。令和
5年度においても対象者が僅少であったことから、実施
を見送った。
　保育料区分第１階層　18人（1.09％）（4月1日時点）

A

　令和2年度に実施した全道34市及び市内各施設への状
況調査に基づき、助成対象者が非常に限定的になってし
まうことから、事業実施の見送りを決定している。令和
6年度においても対象者が僅少であったことから、実施
を見送った。
　保育料区分第１階層　18人（1.15％）（4月1日時点）

A

6-5
Ｓ・Ｅスタディに対する支援
（スクールバス運行管理事業）

4-10-(4) 指導室

　経済的な負担なく無料学習会（土曜・英検学習会）に
参加することができるよう、所得に関係なく生徒が移動
できる方法を検討します。

集合形式を廃止し、授業動画をオンデマンド配信に変更
したため、バス利用を要しなくなったため、令和４年度
で事業を終了した。
　※令和４年度で事業終了

―

　※令和４年度で事業終了

―

6-6
地域子ども体験活動補助金

（青少年育成事業）
4-10-(4) 生涯教育課

　子どもを対象とする体験活動を支援するとともに、担
い手の育成を検討します。

地域で活動する6団体に対して補助金を交付した。
レクリエーションやスポーツ、様々な体験活動を通し
て、仲間や地域の人と楽しく過ごす機会を提供すること
ができた。

A

　地域で活動する6団体に対して補助金を交付した。
レクリエーションやスポーツ、様々な体験活動を通し
て、仲間や地域の人と楽しく過ごす機会を提供すること
ができた。

A

6-7
母子家庭等自立支援給付金、ひとり
親家庭児童修学援助金（ひとり親家

庭支援事業）
4-10-(4) こども未来課

　ひとり親家庭の生活の安定と児童の健全育成に結びつ
くよう、各種給付金・援助金を支給して、ひとり親家庭
の経済的自立を支援します。

●母子家庭等自立支援給付金
指定講座受講又は養成機関で資格取得を目指すひとり親
に給付金を支給します。
●ひとり親家庭児童修学援助金
来春学校卒業を迎えるひとり親家庭の児童に修学援助金
を支給します。

　高等職業訓練促進給付金受給者数は、毎年、多数の申
請があり（R1:6人、R2:9人、R3:13人、R4:16人、R5:11
人）、今後も需要があると思われる。
　ひとり親家庭児童修学援助金受給者数は、R3年度は特
例で、基準を満たした応募者全員を受給者として認定
し、定員25名のところ33名が受給した。R4、R5は定員で
ある25名を受給者として認定し、ひとり親家庭の経済的
援助を行った。
　※ひとり親家庭児童修学援助金については令和５年度
で事業終了

A

　高等職業訓練促進給付金について、毎年申請者はあ
り、R6は8人のひとり親が受給しており、今後も需要は
あると思われる。
　ひとり親家庭児童修学援助金は令和５年度で事業を終
了している。

A

6-8 小中学校就学援助事業（同） 4-10-(4) 学校教育課

　学校教育法第19条に基づき、経済的理由によって就学
困難な児童生徒の保護者に対して、学用品費等の援助を
行います。

　経済的理由により就学困難であると申請のあった児童
生徒の保護者に対して、就学援助費の支給を行った。

【認定者数】
　小学校：455人
　中学校：274人

A

　経済的理由により就学困難であると申請のあった児童
生徒の保護者に対して、就学援助費の支給を行った。

【認定者数】
　小学校：413人
　中学校：256人

A

6-9 特別支援教育振興事業 4-10-(4) 学校教育課

　特別支援学級等に就学する児童生徒の保護者の経済的
負担を軽減し、特別支援教育の普及奨励を図るため、学
用品費や通学費等の援助を行います。

特別支援学級等に就学する児童生徒の保護者に対し、
学用品費や通学費等の援助を行い、保護者の経済的負担
を軽減することで特別支援教育の普及症例を図った。

【認定者数】
　小学校：80人
　中学校：33人

A

　特別支援学級等に就学する児童生徒の保護者に対し、
学用品費や通学費等の援助を行い、保護者の経済的負担
を軽減することで特別支援教育の普及症例を図った。

【認定者数】
　小学校：97人
　中学校：30人

A
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